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2021 年 12 月 10 日 

 各   位 

 

会 社 名 株 式 会 社 プ ロ ル ー ト 丸 光 

代 表 者 代 表 取 締 役 社 長  森 本 裕 文 

 （JASDAQ・コード : 8256） 

問合せ先 管 理 本 部 長  中 原 秀 和 

TEL 06-6262-0303 

 

第三者割当による 2021 年第１回無担保転換社債型新株予約権付社債 

及び第３回新株予約権（行使価額修正条項付）の発行に関するお知らせ 
 

当社は、2021 年 12 月 10 日付の取締役会決議において、香港に所在する機関投資家である Long Corridor Asset 

Management Limited（香港SFC登録番号：BMW115）（以下「LCAM」といいます。）が一任契約の下に運用を行っ

ている、英国領ケイマン島に設立された免税有限責任会社（Exempted Company in Cayman with Limited Liability）で

ある Long Corridor Alpha Opportunities Master Fund（以下「LCAO」といいます。）及び英国領ケイマン島に設立され

た分離ポートフォリオ会社（Segregated Portfolio Company）である LMA SPC の分離ポートフォリオ（Segregated 

Portfolio）である MAP246 Segregated Portfolio（以下「MAP246」といい、LCAO 及び MAP246 を総称して、以下「割

当予定先」といいます。）に対して、第三者割当による 2021 年第１回無担保転換社債型新株予約権付社債（以下

「本新株予約権付社債」といい、その社債部分を「本社債」といいます。）及び第３回新株予約権（以下「本新株

予約権」といいます。）の発行による資金調達（以下「本第三者割当」といいます。）を行うことを決定いたしま

したので、下記の通りお知らせいたします。 
 

記 

 

１．募集の概要 

（１）本新株予約権付社債発行の概要 

① 払 込 期 日 2021 年 12 月 27 日 

② 新株予約権の総数 43 個 

③ 
社債及び新株予約権

の 発 行 価 額 
社債：総額金 430,000,000 円（各社債の金額 100 円につき金 100 円） 
新株予約権：新株予約権と引換えに金銭の払込みを要しません。 

④ 
当 該 発 行 に よ る 

潜 在 株 式 数 

2,582,582 株 

上記潜在株式数は、当初転換価額である 166.50 円で転換された場合にお

ける最大交付株式数です。 

上限転換価額は修正条件から実質的に当初転換価額となります。 

下限転換価額は 116.55 円であり、下限転換価額における潜在株式数は

3,689,403 株です。 

⑤ 調 達 資 金 の 額 総額 430,000,000 円 

⑥ 転 換 価 額 及 び 当初転換価額 166.50 円 



2 

 

そ の 修 正 条 項 本新株予約権付社債の転換価額は、2022 年 12 月 28 日（以下「CB 修正

日」といいます。）において、CB 修正日の直前取引日の株式会社東京証

券取引所（以下「東証」といいます。）における当社普通株式の普通取引

の終値（同日に終値がない場合には、その直前の終値。以下「CB 修正日

価額」という。）が、修正日に有効な転換価額を 0.01 円以上下回る場合

には、転換価額は、CB 修正日以降、CB 修正日価額に修正される。但し、

CB 修正日に係る修正後の転換価額が下限転換価額である 116.55 円を下回

る場合には、転換価額は下限転換価額とする。 

⑦ 
募集又は割当て方法 

（ 割 当 予 定 先 ） 

第三者割当の方法によります。 

LCAO  350,000,000 円（35 個） 

MAP246 80,000,000 円（８個） 

⑧ 利率及び償還期日 
利率：本社債には利息を付さない。 

償還期日：2023 年 12 月 27 日 

⑨ 償 還 価 額 額面 100 円につき金 100 円 

⑩ そ の 他 

当社は、割当予定先との間で、金融商品取引法に基づく届出の効力発生後

に、割当予定先が本新株予約権付社債を譲渡する場合には当社の事前の書

面による承認（なお、承認にあたっては、譲受人との間でも同様の譲渡制

限が課されることを合意する予定です。）を要すること等を規定する、本

新株予約権付社債に係る買取契約（以下「CB 買取契約」といいます。）

を締結する予定です。 

 

（２）本新株予約権の募集の概要 

① 割 当 日 2021 年 12 月 27 日 

② 発行新株予約権数 34,700 個 

③ 発 行 価 額 総額 5,378,500 円（新株予約権１個につき 155 円） 

④ 
当該発行による潜在

株 式 数 

3,470,000 株（本新株予約権１個につき 100 株） 

本新株予約権の上限行使価額はありません。 

下限行使価額は 129.50 円であり、下限行使価額においても潜在株式数は

変動しません。 

⑤ 調 達 資 金 の 額 総額 647,328,500 円（注） 

⑥ 
行 使 価 額 及 び 

行使価額の修正条件 

当初行使価額は 185.00 円とします。 

本新株予約権の行使価額は、本新株予約権の各行使請求の通知が行われた

日（以下「新株予約権修正日」といいます。）の属する週の前週の最終取

引日（以下「修正基準日」といいます。）の東証における当社普通株式の

普通取引の終値（同日に終値がない場合には、その直前の終値）の 90％

に相当する金額の小数第２位未満の端数を切り上げた金額（以下「修正基

準日価額」といいます。）が、当該修正基準日の直前に有効な行使価額を

0.01 円以上上回る場合又は下回る場合には、行使価額は、当該新株予約権

修正日以降、当該修正基準日価額に修正されます（修正後の行使価額を以

下「修正後行使価額」といいます。）。なお、「取引日」とは、東証にお

いて売買立会が行われる日をいいます。 
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ただし、かかる算出の結果、修正後行使価額が下限行使価額である 129.50

円を下回る場合には、修正後行使価額は下限行使価額とします。 

⑦ 行 使 請 求 期 間 2021 年 12 月 28 日～2023 年 12 月 27 日 

⑧ 
募集又は割当て方法 

（ 割 当 予 定 先 ） 

第三者割当の方法によります。 

LCAO  27,760 個 

MAP246 6,940 個 

⑨ 
譲 渡 制 限 及 び 

行使数量制限の内容 

当社は、東証の定める有価証券上場規程第 434 条第 1 項及び同規程施行規

則第 436 条第 1 項乃至第 5 項の定めに基づき、MSCB 等の買受人による転

換又は行使を制限する措置を講じるため、本新株予約権に係る買取契約

（以下「新株予約権買取契約」といいます。）において、本新株予約権に

つき、以下の行使数量制限が定められる予定です。 

当社は所定の適用除外の場合を除き、本新株予約権の行使をしようとする

日を含む暦月において当該行使により取得することとなる株式数が 2021

年 12 月 27 日における当社上場株式数の 10%を超えることとなる場合にお

ける当該 10%を超える部分に係る本新株予約権の行使（以下「制限超過行

使」といいます。）を割当予定先に行わせません。 

割当予定先は、前記所定の適用除外の場合を除き、制限超過行使を行うこ

とができません。 

また、割当予定先は、本新株予約権の行使にあたっては、あらかじめ、当

該行使が制限超過行使に該当しないかについて当社に確認を行います。 

割当予定先は、本新株予約権を譲渡する場合には、あらかじめ譲渡先とな

る者に対して、①当社との間で制限超過行使に係る内容を約束させ、ま

た、②譲渡先となる者がさらに第三者に譲渡する場合に当該第三者をして

当社との間で同様の内容を合意させることを約束させるものとします。 

⑩ そ の 他 

当社は、割当予定先との間で、金融商品取引法に基づく届出の効力発生後

に、割当予定先が本新株予約権を譲渡する場合には当社の事前の書面によ

る承認を要すること等を規定する、新株予約権買取契約を締結する予定で

す。 

新株予約権買取契約において、以下の内容が定められる予定です。 

 

※本新株予約権の買戻 

当社は、本新株予約権の行使期間の末日に、本新株予約権１個当たりその

払込金額と同額で、残存する全ての本新株予約権を、割当予定先から買い

取るものとします。割当予定先は、当社の口座にかかる買取りによる当該

本新株予約権の移転に係る記録が買取日になされるように、振替法及び振

替関連諸規則に従い、かかる記録のために割当予定先がとるべき手続を行

います。なお、本新株予約権の行使期間が満了した場合でも、本条に基づ

く当社の支払義務は消滅又は免除されません。 

 

※行使許可 

割当予定先は、①当社から本新株予約権の行使の許可（以下「行使許可」

といいます。）を取得した場合で、かつ②当該行使許可に基づき本新株予

約権の行使が認められる期間（以下「行使許可期間」といいます。）内
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に、当該行使許可に基づき行使することができる本新株予約権の数の範囲

内でのみ本新株予約権を行使することができるものとし、かかる場合を除

き本新株予約権を行使することができません。各行使許可期間は最長 60

取引日とし、各行使許可期間の末日は、本新株予約権の行使期間の末日を

超えることはできません。行使許可期間の末日が本新株予約権の行使期間

の末日を超える場合、行使許可期間の末日は本新株予約権の行使期間の末

日に自動的に短縮されます。 

 

※譲渡制限 

割当予定先による本新株予約権の譲渡には当社の事前の書面による承認が

必要です。なお、承認にあたっては、譲受人との間でも同様の譲渡制限が

課されることを合意する予定です。   

（注）本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額の合計額は、当初行使価額で全ての本新株予約

権が行使されたと仮定した場合の金額であります。行使価額が修正又は調整された場合には、調達

資金の額は増加又は減少します。また、本新株予約権の行使期間内に行使が行われない場合及び当

社が取得した本新株予約権を消却した場合には、調達資金の額は減少します。 

 

２．募集の目的及び理由 

当社グループは、当社及び連結子会社３社により構成されており、基幹となる「卸売事業」及び「エンターテ

イメント事業」並びに「メディカル事業」を行っております。「卸売事業」では、全国の衣料品店、専門店、チ

ェーンストア、ECショップ等の登録店に対し、衣料品、服飾雑貨、寝具・インテリア商品等を販売する総合衣料

卸売事業を主力とし、新規事業として、カラーケアシャンプー＆トリートメントブランド「カラタス」商品や、

インドネシア、バリ島発の「MAKARIZO hair energy（マカリゾヘアエナジー）」等のヘアケア商品等の販売及び

プロモーション展開を行うビューティー事業、並びに新型コロナウイルス抗原検出キット、PCR 検査キット等、

ウィズコロナ時代に向けた商品を取り扱うヘルスケア事業を展開しております。「エンターテイメント事業」で

は、コンサートグッズの製造管理及びアーティストのブランディングやイベント・グッズ企画立案等のコンサル

ティング業務並びにオリジナルコンテンツの育成を行っております。「メディカル事業」では、主として微量採

血デバイスを使用した指先からの採血により、わずかな血液で生活習慣病やがんリスク検査を行えるトータルヘ

ルスケアチェック＆ソリューション「Lifee」の展開を行っております。 

当社グループは、「グループ全体での黒字安定化」に向けて、総合衣料卸売事業では拠点の統合移転による固

定費の圧縮や不採算取引の見直し等の事業構造改革の実施による業務効率化とコスト削減を図るとともに、同事

業を主軸としながら、新たな収益基盤も確立すべく、新規事業にも注力してまいりました。例えば、ビューティ

ー事業では、2018 年 10 月よりカラーケアシャンプー＆トリートメントブランド「カラタス」商品の国内代理店

として、バラエティストアやドラッグストア等へ同商品のシャンプー・トリートメント等の販売拡大を進めてお

ります。また、2020 年１月には、コンサートグッズの製造管理、アーティストのブランディング、版権管理業務

等の獲得を目的として株式会社 Sanko Advance を子会社化し、新たにエンターテイメント事業を開始いたしまし

た。さらに、ヘルスケア事業では、2020 年４月に株式会社マイクロブラッドサイエンスとの間で、血液採取デバ

イス等の販売に関する国外での販売総代理店契約及び国内における医療卸や研究機関等を除くドラッグストアや

大手量販店等を対象とした販売代理店契約を締結いたしました。これらの取り組みの結果、2021 年３月期には、

売上高 5,810,779千円（対前期比 0.7％増）、営業利益 63,773 千円（前期は、405,173 千円の営業損失）、経常利益

54,059 千円（前期は、437,413 千円の経常損失）、親会社株主に帰属する当期純利益 14,409 千円（前期は、

1,191,533 千円の親会社株主に帰属する当期純損失）と当社グループ全体で各利益段階において黒字化を果たし、

2021 年７月には、ヘルスケア事業において一層協力関係を強化すべく、株式会社マイクロブラッドサイエンスを
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子会社化いたしましたが、本年４月からの新型コロナウイルス感染症拡大に伴う断続的な緊急事態宣言の発出や

まん延防止等重点措置の適用に伴う衣料品への消費低迷の影響が大きく、2022 年３月期第２四半期における業績

の状況として、売上高 2,093,637 千円（対前年同四半期比 30.6％減）、営業損失 165,342 千円（前年同四半期は

25,515 千円の営業利益）、経常損失 175,738 千円（前年同四半期は 22,436 千円の経常利益）、親会社株主に帰属

する四半期純損失 180,943 千円（前年同四半期は 10,241 千円の親会社株主に帰属する四半期純利益）となってお

ります。 

当社グループを取り巻く経営環境については、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い、断続的に緊急事

態宣言が発出され、商業施設の営業時間短縮や外出自粛の影響が続く中、アパレル製品への個人消費が大きく低

迷しました。現時点においては新型コロナウイルス感染症の収束が未だ見通せないことから、今後も引続き厳し

い状況が続くものと予想されます。 

このような状況の中、総合衣料卸売事業においては、EC プラットフォームの構築・推進及び D2C（Direct to 

Consumer の略で、製造者がダイレクトに消費者と取引をする形態）アパレル商材の生産に取り組んでおります。

これらのうち EC プラットフォームの構築・推進においては、従来より計画しておりましたとおり、2021 年９月

27 日には、既存のオンラインストアが、全国の出店メーカーと会員小売店が直接取引を行える会員制仕入れ専用

BtoB サイト「プロルートモール」として生まれ変わりました。また、D2C アパレル商材の生産においては、小売

店のオリジナルブランド作りや、D2C ブランドを立上げたいと考えるインフルエンサーに向けて、企画・生産か

ら販売までの取引をワンストップで行える OEM（Original Equipment Manufacturing の略で、相手先ブランド製

造）・ODM（Original Design Manufacturing の略で、相手先ブランド設計・製造）サービスを提供しております。

D2C アパレル商材の企画として、2021 年９月には、著名人のデザインしたアイテムを当社が生産し、ファッショ

ン通販サイト「ZOZOTOWN」にて、チーム対抗戦で販売枚数を競う企画を開催いたしました。今後も引き続き

インフルエンサー等のキャスティングによる D2C アパレル商材の生産及び収益拡大に注力してまいります。 

ビューティー事業及びヘルスケア事業においては、インフルエンサーとコラボレーション企画した「カラタス」

ブランド商品や、紫外線や湿気対策に優れたバリ島発の高級ヘアケア商品「MAKARIZO hair energy（マカリゾヘ

アエナジー）」、新型コロナウイルスのワクチン接種後の中和抗体の有無を確認する検出キット等、新たな商品

展開の導入を進めております。今後につきましては、ビューティー事業では、既存商品の販売拡大を進めるとと

もに、取扱商品の拡充を図るために新たにオリジナルコスメブランドの開発にも注力し、ヘルスケア事業では、

子会社化した株式会社マイクロブラッドサイエンスとの連携を一層強化することで、両事業の更なる拡大を目指

してまいります。 

エンターテイメント事業においては、引続きコンサート開催が厳しい環境下ではありますが、オリジナルコン

テンツの育成等が順調に推移したことから計画以上の進捗となっており、今後も引続き収益拡大に注力してまい

ります。 

当社グループは、以上の諸施策に当社グループ一丸となって取り組み、また、新経営体制のもと、既存事業の

領域にとらわれない新規事業にも積極的にチャレンジし、グループ全体での黒字安定化及び成長局面への移行を

果たしてまいりたいと考えております。 

また、上記に加えて更に収益基盤を拡充していく観点からは、ある程度高い確度で比較的早期に効果を享受す

ることが可能な M&A 及び資本・業務提携を積極的に活用していくことも重要と考えております。特に、主力で

ある総合衣料卸売事業の活性化に繋がる衣料卸売関連の企業や、ビューティー事業及びヘルスケア事業の成長に

資する両分野における技術やノウハウ及び独自の商材等を有する企業との M&A 及び資本・業務提携については、

当社の既存事業とのシナジーも期待できることから、積極的に推進していくことで収益基盤の更なる強化及び企

業価値の向上を目指していきたいと考えております。 

このようなグループ全体での黒字安定化及び成長局面への移行や M&A 及び資本・業務提携による収益基盤の

強化を図る観点からは、当社グループの事業拡大に当たり、更なる成長戦略の実現に必要な資金を調達するとと
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もに、成長投資及び事業拡大に耐えられる財務基盤を整えるための自己資本の拡充を図る必要があると考え、本

第三者割当を行うことといたしました。 

今回調達する資金に関しましては、ビューティー事業におけるオリジナルコスメブランドの開発及びプロモー

ション並びに販売・仕入れに係る運転資金、将来的な M&A、資本・業務提携に係る資金及び金融機関からの借

入金返済資金に充当する予定であり、具体的には、下記「４.調達する資金の額、使途及び支出予定時期（２）調

達する資金の具体的な使途」に記載のとおりであります。 

当社は、今般の資金調達の達成が、将来的な企業価値の向上に繋がることで既存株主をはじめとするステーク

ホルダーの利益に資するものと考えております。 

 

３．資金調達方法の概要及び選択理由 

（１）資金調達方法の概要 

 今回の資金調達は、割当予定先に対し本新株予約権付社債及び本新株予約権を割り当て、割当予定先による行使

によって当社が資金を調達する仕組みとなっております。本新株予約権付社債の転換価額は 166.50 円、本新株予約

権の行使価額は 185.00 円に当初設定されていますが、本新株予約権付社債については転換価額は当初転換価額の

70%を下限として、発行日から１年後の普通株式の終値に修正される可能性があり、本新株予約権については行使

価額が新株予約権修正日に修正される可能性があります。転換価額の修正が行われる場合、本新株予約権付社債の

転換価額は、2022 年 12 月 28 日に修正されます。本新株予約権については、修正基準日の東証における当社普通株

式の普通取引の終値（同日に終値がない場合には、その直前の終値）の 90％に相当する金額の小数第２位未満の端

数を切り上げた金額が、当該修正基準日の直前に有効な行使価額を 0.01 円以上上回る場合又は下回る場合には、行

使価額は、当該新株予約権修正日以降、当初行使価額の 70%を下限として、当該修正基準日価額に修正されます。

但し、いずれの場合においても、かかる修正後の転換価額又は行使価額がそれぞれ下限転換価額又は下限行使価額

を下回ることはありません。 

 

（２）資金調達方法の選択理由 

 当社は、上記「２．募集の目的及び理由」に記載の資金調達を行うために、様々な資金調達方法を検討していま

したところ、割当予定先から本第三者割当の提案を受けました。 

 当社は、本新株予約権付社債の発行により、当社の資金需要に対し一定の金額を発行時点で調達することができ

るため、また、残りの必要金額については本新株予約権の行使により株価に配慮した形での調達が可能となるため、

今般の資金調達を選択いたしました。 

 また、当社は今回の資金調達に際し、以下の「（本第三者割当の特徴）」及び「（他の資金調達方法との比較）」

に記載されている点を総合的に勘案した結果、本第三者割当による資金調達による資金調達方法が、既存株主の利

益に配慮しながら当社の将来の資金ニーズに対応しうる、現時点において最適な選択であると判断し、これを採用

することを決定いたしました。 

（本第三者割当の特徴） 

 [メリット] 

（本新株予約権付社債） 

①  本新株予約権付社債の発行により、将来的な自己資本の拡充が期待可能でありつつも、段階的に転換が行

われることが期待できるため、株価インパクトの分散化が可能となる一方、転換価額の修正条項が付され

ていることにより、ある程度早期における転換の進行も期待できる設計となっております。また、本新株

予約権付社債はゼロ金利であるため、金利コストの最小化を図った調達が可能となります。 

②  本新株予約権付社債の発行により、即時の資金調達額を最大化することが可能となります。 

 

（本新株予約権） 
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① 本新株予約権の目的である当社普通株式数は3,470,000株で固定されており、株価動向にかかわらず、最大

交付株式数が限定されているため、希薄化の規模は限定的です。他方で、全額を新株予約権による調達と

した場合、行使がなされなければ調達ができないため、資金需要とのバランスを考慮して、一部を本新株

予約権付社債による調達としております。 

② 本新株予約権による調達金額は資本性の資金となるため、財務健全性指標が上昇し、社債や借入金等によ

る資金調達余力が向上します。 

 

 [デメリット] 

本新株予約権付社債及び本新株予約権については、割当予定先による本新株予約権の行使に伴って資金調達がなさ

れる仕組みであり、資金調達の進捗について以下の留意点があります。 

（本新株予約権付社債） 

(ア) 本新株予約権付社債の転換価額は、2022 年 12 月 28 日に、当初転換価額より低い水準に修正される可能性があ

り、その場合、転換の対象となる株式数が増加します。 

(イ) 本新株予約権付社債については、発行時点においては会計上の負債であり資本には参入されず、一時的に負債

比率が上昇します。 

(ウ) 本新株予約権付社債については、割当予定先との交渉の結果、当初転換価額が上方に修正されない設計を受け

入れざるを得なかったため、株価が下方となった場合、当初転換価額を下回る水準で 2022 年 12 月 28 日に転換

価額が修正され、現状対比で低い株価で希薄化が発生し、希薄化率が大きくなる可能性があります。 

(エ) 本新株予約権付社債については、満期までに転換がなされなかった場合に償還を行う必要があり、その場合当

該償還に係る資金が必要となります。 

(オ) 第三者割当方式という当社と割当予定先のみの契約であるため、不特定多数の新投資家から資金調達を募るこ

とによるメリットは享受できません。 

（本新株予約権） 

(ア) 本新株予約権付社債部分については即座の資金調達が可能ですが、本新株予約権については、新株予約権の特

徴として、新株予約権者による権利行使があって初めて、行使価額に行使の対象となる株式数を乗じた金額の

資金調達がなされます。そのため、本新株予約権の発行当初に満額の資金調達が行われるわけではありません。 

(イ) 市場環境に応じて、本新株予約権の行使完了までには一定の期間が必要となります。また、当社の株式の流動

性が減少した場合には、行使完了までに時間がかかる可能性があります。 

(ウ) 株価が本新株予約権の行使価額を下回って推移した場合、割当予定先による本新株予約権の行使が進まない可

能性があります。 

(エ) 株価が本新株予約権の行使価額を超えている場合でも、割当予定先が本新株予約権を行使するとは限らず、資

金調達の時期には不確実性があります。 

(オ) 本新株予約権の行使価額は、新株予約権修正日が到来する都度、当初行使価額より低い水準に修正される可能

性があり、その場合、資金調達の金額が当初の予定を下回ることとなります。 

(カ) 第三者割当方式という当社と割当予定先のみの契約であるため、不特定多数の新投資家から資金調達を募るこ

とによるメリットは享受できません。 

 
（他の資金調達方法との比較） 

① 公募増資等により一度に全株を発行すると、一時に資金を調達できる反面、１株当たりの利益の希薄化も一時に

発生するため株価への影響が大きくなるおそれがあると考えられます。また、一般投資家の参加率が不透明であ

ることから、十分な額の資金を調達できるかどうかが不透明であり、今回の資金調達方法として適当でないと判

断いたしました。 
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② 新株式の第三者割当増資は、資金調達が一度に可能となるものの、同時に将来の１株当たり利益の希薄化を一度

に引き起こすため、株価に対する直接的な影響が大きいと考えられます。また、現時点では適当な割当先が存在

しません。 

③ 株主割当増資では希薄化懸念は払拭されますが、割当先である既存投資家の参加率が不透明であることから、十

分な額の資金を調達できるかどうかが不透明であり、今回の資金調達方法として適当でないと判断いたしました。 

④ いわゆるライツ・イシューには、発行会社が金融商品取引業者と元引受契約を締結するコミットメント型ライ

ツ・イシューと、発行会社はそのような契約を締結せず、新株予約権の行使が株主の決定に委ねられるノンコミ

ットメント型ライツ・イシューがありますが、コミットメント型ライツ・イシューについては国内で実施された

実績が乏しく、資金調達手法としてまだ成熟が進んでいない段階にある一方で、引受手数料等のコストが増大す

ることが予想され、適切な資金調達方法ではない可能性があります。また、ノンコミットメント型ライツ・イシ

ューは、上記の株主割当増資と同様に、割当先である既存投資家の参加率が不透明であり、十分な額の資金調達

を実現できるかどうかが不透明であり、今回の資金調達方法としては適当でないと判断いたしました。また、ノ

ンコミットメント型ライツ・イシューについては、当社は最近２年間において経常赤字を計上しており、東証の

定める有価証券上場規程第 304 条第１項第３号 a に規定される上場基準を満たさないため、実施することができ

ません。 

⑤ 社債及び借入れによる資金調達は、一時に資金を調達できる反面、本新株予約権付社債のような資本への転換の

機会がなく、調達金額が負債となるため、財務健全性指標が低下します。 

 

４．調達する資金の額、使途及び支出予定時期 

（１）調達する資金の額 

払込金額の総額（円） 発行諸費用の概算額（円） 差引手取概算額（円） 

1,077,328,500 19,250,000 1,058,078,500 

（注）１．本新株予約権の行使価額が修正された場合には、払込金額の総額及び差引手取概算額

は増加又は減少する可能性があります。また、本新株予約権の行使期間内に行使が行

われない場合、本新株予約権の保有者がその権利を喪失した場合及び当社が取得した

本新株予約権を消却した場合には、払込金額の総額及び差引手取概算額は減少いたし

ます。 

   ２．上記払込金額の総額は、本新株予約権付社債の発行価額及び本新株予約権の発行価額

の総額に本新株予約権の行使に際して払い込むべき金額の合計額を合算した金額であ

ります。 

   ３．発行諸費用の概算額には、消費税等は含まれておりません。 

   ４．発行諸費用の概算額の内訳は、主に弁護士費用、証券会社へのエージェント費用、本

新株予約権付社債及び本新株予約権の公正価値算定費用、割当予定先の調査費用その

他事務費用(有価証券届出書作成費用等)等の合計です。 

 

（２）調達する資金の具体的な使途 

【2019 年９月 30 日払込の第三者割当増資により調達した資金の充当状況】 

当社は、2019 年９月 13 日の取締役会決議に基づき、同年９月 30 日を払込期日とし、株式会社 Wealth 

Brothers を割当先とした新株式を発行し、399 百万円の資金を調達しております。その資金使途の内訳と実際の

充当状況は下表のとおりです。 

 

・新株式の発行により調達した資金の充当状況 

具体的な使途 支出予定額 支出時期 実際の支出額 
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①システム投資 250 百万円 2019 年 10 月～2021 年９月 200 百万円 

②運転資金 149 百万円 2019 年 10 月～2021 年３月 149 百万円 

合計 399 百万円  349 百万円 

当初は、2019 年 10 月から 2021 年９月にかけてシステム投資として 250 百万円を充当する予定でしたが、当

該期間における実際の充当額は 200 百万円となりました。上記のうち 50 百万円については、経費管理システム

及び会計システム並びに役職員が使用する PC 端末について導入から相当程度の年数が経過しているため、運

営上の安全面及び業務効率化の観点から全面的な入替が必要であると考え、これらの投資資金として 2020年４

月から 2021 年３月にわたり充当する予定でおりました。 

しかしながら、当該システム投資についてはグループ全体での黒字安定化への注力及び新型コロナウイルス

感染拡大への対応を優先したため、その実行を見送ってきましたが、改めて当該システム投資の必要性を踏ま

え、これら本社部門システムの更改対象の見直しを含めた投資計画を再検討し、2022 年６月までに投資を行う

予定であります。 

【本第三者割当により調達する資金の使途】 

 本新株予約権付社債の発行により調達する資金の具体的な使途及び支出予定時期は以下のとおりです。なお、

以下の資金使途に充当するまでの間、当該資金は銀行預金にて管理いたします。 

 

具体的な使途 金額 
（百万円） 

支出予定時期 

① ビューティー事業におけるオリジナルコスメブ

ランドの開発及びプロモーション並びに販売・

仕入れに係る運転資金 

250 2022 年１月～2024 年６月 

② 金融機関からの借入金の返済資金 180 2022 年４月～2024 年９月 
合計 430  

 

本新株予約権の発行及び行使により調達する資金の具体的な使途及び支出予定時期は以下のとおりです。な

お、以下の資金使途に充当するまでの間、当該資金は銀行預金にて管理いたします。 

具体的な使途 金額 
（百万円） 

支出予定時期 

① ビューティー事業におけるオリジナルコスメブ

ランドの開発及びプロモーション並びに販売・

仕入れに係る運転資金 

128 2022 年１月～2024 年６月 

③ 将来的な M&A、資本・業務提携に係る資金 500 2022 年３月～2024 年６月 
合計 628  

 

上記表中に記載の各資金使途についての詳細は以下のとおりです。 

 

① ビューティー事業におけるオリジナルコスメブランドの開発及びプロモーション並びに販売・仕入れに係

る運転資金 

ビューティー事業は、2018 年 10 月よりカラーケアシャンプー＆トリートメントブランド「カラタス」商

品の国内代理店として、バラエティストアやドラッグストア等へ同商品のシャンプー・トリートメント等

の販売拡大を進めており、直近ではインフルエンサーとコラボレーション企画したカラタスブランド商品

の一般販売を開始しております。 

また、2021 年２月にはインドネシア、バリ島発のヘアケア商品を製造販売する PT Akasha Wira 

International, Tbk と当時日本未発売の人気ヘアケア商品「MAKARIZO hair energy（マカリゾヘアエナジー）」
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に関する独占販売契約を締結いたしました。紫外線や湿気対策に優れたバリ島発のヘアケア商品であり、

新たな日本初展開のブランドとして、既存の流通販路への販売に加え、ブランディングによる認知度向上

により新規販売網を開拓し、売上拡大を目指しております。 

今後につきましては、既存商品の販売拡大を進めるとともに、新たにオリジナルコスメブランドの開発

にも注力し、取扱商品の拡充を図ることで同事業の更なる拡大を目指してまいります。 

そのためには、オリジナルコスメブランドの開発のための資金を確保することに加えて、当該オリジナ

ルコスメブランドのプロモーション費用や、販売・仕入れのための費用を予め確保しておくことが必要と

なります。従って、今回の調達資金のうち 378 百万円を、上記オリジナルコスメブランドの開発費用及びプ

ロモーション費用並びに販売・仕入れに係る運転資金として 2022 年１月から 2024 年６月までに充当する予

定であります。 

 

② 金融機関からの借入金の返済資金 

当社グループは、上記のとおり、ビューティー事業におけるオリジナルコスメブランドの開発投資及び

事業成長のための将来的な M&A、資本・業務提携に係る投資を積極的に実施していく所存ですが、グルー

プ全体での黒字安定化及び成長局面への移行や M&A 及び資本・業務提携による収益基盤の強化を図る観点

からは、当社グループの事業拡大に当たり、成長投資及び事業拡大に耐えられるように当社グループの財

務基盤を整える必要があると考えております。そのためには、有利子負債、特に当社グループが 2021 年３

月に運転資金として借り入れた金融機関からの短期借入金及び長期借入金の到来した期日分を返済するこ

とで、自己資本を拡充すると共に財務健全性の強化を図ることも重要であると考えております。借入金の

返済を進めることで財務の健全化を進め、株式の希薄化をさらに進める新株発行による資金調達ではなく、

金融機関からの新たな資金調達を今後も図れるように行うものであります。現状の借入金を約定どおり返

済することで追加借入余力の拡充を図り、金融機関との新たな借入交渉を必要なタイミングで行う予定で

す。 

従って、今回の本新株予約権付社債の発行による調達資金のうち 180 百万円を、上記の運転資金として借

り入れた金融機関からの借入金の返済資金として 2022 年４月から 2024 年９月までに、充当する予定であり

ます。 

 

③ 将来的な M&A、資本・業務提携に係る資金 

当社グループは、総合衣料卸売事業を主軸としながら、新たな収益基盤も確立すべく、比較的早期に取

り組む事が可能な新規参入ビジネスを模索してまいりました。2020 年１月には、コンサートグッズの製造

管理、アーティストのブランディング、版権管理業務等の獲得を目的として株式会社 Sanko Advance を子会

社化し、新たにエンターテイメント事業を開始いたしました。また、当社グループは、ヘルスケア事業に

おいてウィズコロナ時代に向けた商品の展開を行っておりますが、2021 年７月には、当社との間で血液採

取デバイス等の販売に関する国外での販売総代理店契約及び国内における医療卸や研究機関等を除くドラ

ッグストアや大手量販店等を対象とした販売代理店契約を締結している株式会社マイクロブラッドサイエ

ンスを子会社化し、同事業の強化を図っております。 

今後につきましては、更に収益基盤を拡充する観点から、ある程度高い確度で比較的早期に効果を享受

することが可能な M&A 及び資本・業務提携を積極的に活用していくことも重要と考えております。特に、

主力である総合衣料卸売事業の活性化に繋がる衣料卸売関連の企業や、ビューティー事業及びヘルスケア

事業の成長に資する両分野における技術やノウハウ及び独自の商材等を有する企業との M&A 及び資本・業

務提携については、当社の既存事業とのシナジーも期待できることから、積極的に推進していきたいと考

えております。 
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従って、今回の本新株予約権の発行及び行使による調達資金のうち 500 百万円を、衣料卸売関連及びビュ

ーティー事業の成長に資する企業との将来的な M&A、資本・業務提携に係る資金として 2022 年３月から

2024 年６月までに充当する予定であります。現時点において具体的な案件はございませんが、今後案件が

具体的に決定された場合は、適時適切に開示いたします。 

なお、M&A、資本・業務提携といった投資機会が実現しない場合又はM&A、資本・業務提携の対象とな

る企業との交渉の過程で様々な要因により案件の完了までに想定以上の期間を要した場合において、調達

した資金が上記支出予定時期において当該費用に全て充当されないことも考えられます。その場合、金融

機関からの借入金の返済資金に充当することを想定しており、その場合は適時適切にその旨を開示いたし

ます。 

 

なお、本新株予約権の行使による払込みの有無と権利行使の時期は新株予約権者の判断に依存し、権利

行使が行われず、本新株予約権の行使による資金調達ができない場合があり、また、本新株予約権の行使

価額は修正又は調整される可能性があるため、調達金額が予定した金額を超過する又は下回る場合があり

ます。そのため、支出予定時期については現時点における予定であり、具体的な金額及び使途については、

本新株予約権の行使による財産の出資がなされた時点の状況に応じて変更される場合があります。なお、

結果として当社が希望するような規模での資金調達ができない場合、不足分については、自己資金や銀行

借入等により調達を行い、充当することを想定しています。また、調達金額が想定を上回った場合には、

借入金の返済に充当し、財務健全性の強化や追加借入余力の拡充を図り、将来的な M&A、資本・業務提携

及びその他の成長投資が機動的に実行できるような体制を整備する予定です。なお、上記具体的な使途に

つき、上記①から優先的に充当していく予定であります。 

 

５．資金使途の合理性に関する考え方 

 本第三者割当により調達した資金を、上記「４．調達する資金の額、使途及び支出予定時期（２）調達する資

金の具体的な使途」に記載の使途に充当することで、今後の成長基盤の確立と中長期的な企業価値の向上を図る

ことができることから、本第三者割当は株主価値の向上に資する合理的なものであると考えております。 

 

６．発行条件等の合理性 

（１）払込金額の算定根拠及びその具体的な内容 

① 本新株予約権付社債 

 当社は、本新株予約権付社債の発行要項及び割当予定先との間で締結する予定の CB 買取契約に定められ

た諸条件を考慮した本新株予約権付社債の価値評価を第三者算定機関である株式会社赤坂国際会計（代表

者：黒崎知岳、住所：東京都港区元赤坂一丁目１番８号）（以下「赤坂国際会計」といいます。）に依頼し

ました。赤坂国際会計は、本新株予約権付社債の発行要項等に定められた諸条件を考慮し、一般的な価格算

定モデルであるモンテカルロ・シミュレーションを基礎として、評価基準日（2021 年 12 月９日）の市場環

境や割当予定先の権利行使行動等を考慮した一定の前提（当社の株価（185 円）、配当額（０円）、無リス

ク利子率（0.0％）、当社株式の株価変動性（105.5％）及び市場出来高、割当予定先が市場出来高の一定割

合の範囲内で一様に分散的に権利行使及び株式売却を実施すること等）を置き、本新株予約権付社債の評価

を実施しています。当社は、本新株予約権付社債の特徴、当社の置かれた事業環境及び財務状況を総合的に

勘案した結果、本新株予約権付社債の発行価額を各本社債の金額 100 円につき金 100 円とすることを決定し

ております。また、本新株予約権付社債の転換価額は、今後の当社の株価動向に基づき段階的に行使がなさ

れることを目的として、割当予定先との協議により、2022 年 12 月 28 日に修正されるものとし、当初の転換

価額については 2021 年 12 月 9 日の東証における当社普通株式の普通取引の終値の 90％に相当する金額、下

限転換価額についてはその 70％に相当する金額に設定されており、最近６か月間の当社株価の水準と比べれ
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ば低い水準とはなりますが、発行決議日直前取引日の当社株価と比べれば過度に低い水準となることはない

ものと考えております。また、転換価額の下方修正条項があり実質的に当初転換価額が上限である修正条件

については、本新株予約権付社債の発行により資本への転換が期待できることを考慮すれば特に不合理では

ないと考えております。当社は、本新株予約権付社債の発行価額が赤坂国際会計の算定した価値評価額（各

社債の金額 100 円につき金 98.7 円から金 100.3 円）の範囲内であり、本社債に新株予約権を付すことにより

当社が得ることのできる経済的利益すなわち新株予約権の実質的な対価と新株予約権の公正な価値とを比較

し、新株予約権の実質的な対価（社債額面 100円当たり 3.2 円から 5.5 円）が新株予約権の公正な価値（社債

額面 100円当たり 3.0 円から 3.2円）を上回っていることから、本新株予約権付社債の発行条件は合理的であ

り、本新株予約権付社債の発行が有利発行に該当しないものと判断いたしました。 

 また、当社監査等委員会（３名で構成、うち社外取締役３名）から、本新株予約権付社債の発行条件は、

第三者算定機関が当社と継続した取引関係になく、割当予定先からも独立した立場にあるため、その選定が

妥当であること、発行価額が当該第三者算定機関によって算出された上記の価値評価額の範囲内であること、

並びに当該第三者算定機関の計算方法及び前提条件に不合理な点が認められないことから、割当予定先に特

に有利な金額での発行に該当せず、適法である旨の意見を得ております。 

 

② 本新株予約権 

 当社は、本新株予約権の発行要項及び割当予定先との間で締結した新株予約権買取契約に定められた諸条

件を考慮した本新株予約権の価値評価を第三者評価機関である赤坂国際会計に依頼しました。赤坂国際会計

は、本新株予約権の発行要項等に定められた諸条件を考慮し、一般的な価格算定モデルであるモンテカル

ロ・シミュレーションを基礎として、評価基準日（2021 年 12 月９日）の市場環境や割当予定先の権利行使

行動等を考慮した一定の前提（当社の株価（185 円）、配当額（０円）、無リスク利子率（0.0％）、当社株

式の株価変動性（105.5％）及び市場出来高、割当予定先が市場出来高の一定割合の範囲内で一様に分散的に

権利行使及び株式売却を実施すること等）を置き、本新株予約権の評価を実施しています。 

 当社は、当該算定機関が上記前提条件を基に算定した評価額レンジ（新株予約権１個当たり 154 円から

156 円）を参考に、当該評価額レンジの下限を下回らない範囲で、割当予定先との間での協議を経て、本新

株予約権の１個の払込金額を 155 円としています。また、本新株予約権の行使価額は、今後の当社の株価動

向に基づき段階的に行使がなされることを目的として、割当予定先との協議により、本新株予約権の各行使

請求の通知が行われた日の属する週の前週の最終取引日の東証における当社普通株式の普通取引の終値（同

日に終値がない場合には、その直前の終値）の 90％に相当する金額の小数第２位未満の端数を切り上げた金

額に修正されるものとし、当初の行使価額については 2021 年 12 月９日の東証における当社普通株式の普通

取引の終値に相当する金額、下限行使価額についてはその 70％に相当する金額に設定されており、最近６か

月間の当社株価の水準と比べれば低い水準とはなりますが、発行決議日直前取引日の当社株価と比べれば過

度に低い水準となることはないものと考えております。本新株予約権の発行価額の決定にあたっては、当該

算定機関が公正な評価額に影響を及ぼす可能性のある事象を前提として考慮し、新株予約権の評価額の算定

手法として一般的に用いられているモンテカルロ・シミュレーションを用いて公正価値を算定していること

から、当該算定機関の算定結果は合理的な公正価格であると考えられ、当該評価額レンジの下限を下回らな

い範囲で決定されている本新株予約権の発行価額は、有利発行には該当せず、適正かつ妥当な価額であると

判断いたしました。 

 また、当社監査等委員会（３名で構成、うち社外取締役３名）から、本新株予約権の発行条件は、第三者

算定機関が当社と継続した取引関係になく、割当予定先からも独立した立場にあるため、その選定が妥当で

あること、発行価額が当該第三者算定機関によって算出された当該評価額レンジの下限を下回らない範囲で

決定されていること、並びに当該第三者算定機関の計算方法及び前提条件に不合理な点が認められないこと

から、割当予定先に特に有利な金額での発行に該当せず、適法である旨の意見を得ております。 
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（２）発行数量等及び株式の希薄化の規模が合理的であると判断した根拠 

 本新株予約権付社債について、発行決議日の直前取引日における東証の当社普通株式の普通取引の終値の

90％に相当する金額である 166.50 円を当初転換価額として仮定した上で、本新株予約権付社債が全て当初転換

価額で転換された場合に交付される株式数 2,582,582 株（議決権数 25,825 個）に本新株予約権が全て行使され

た場合に交付される株式数 3,470,000 株（議決権数 34,700 個）を合算した総株式数は 6,052,582 株（議決権数

60,525 個）であり、希薄化率（2021 年 9月 20日現在の当社の発行済株式総数である 29,491,840株（総議決権数

294,834個）を分母とします。以下同じです。）は 20.52％（議決権における割合は、総議決権数の 20.53％）に

相当します。なお、本新株予約権付社債については、下限転換価額を当初転換価額の 70％に相当する金額と仮

定し、当該下限転換価額で本新株予約権付社債が全て転換されたと仮定した場合に交付される株式数は

3,689,403 株（議決権数 36,894 個）であり、これに本新株予約権が全て行使された場合に交付される株式数

3,470,000 株（議決権数 34,700 個）と合算した総株式数は 7,159,403 株（議決権数 71,594 個）となり、希薄化率

は 24.28％（議決権における割合は、総議決権数の 24.28％）に相当します。 

 しかしながら、今回の調達資金を上記「４．調達する資金の額、使途及び支出予定時期（２）調達する資金

の具体的な使途」に記載の使途に充当することによって、上記「２．募集の目的及び理由」及び「４．調達す

る資金の額、使途及び支出予定時期（２）調達する資金の具体的な使途」に記載したとおり、当社グループの

収益基盤の強化及び財務健全性の強化に繋がり、ひいては中長期的な企業価値の向上につながると考えている

ことから、希薄化の規模は合理的であると判断しました。 

 また、今般の資金調達については、発行決議日の直前取引日における東証の当社普通株式の普通取引の終値

の 90％に相当する金額である 166.50円を当初転換価額として仮定した上で、本新株予約権付社債が全て当初転

換価額で転換された場合に交付される株式数 2,582,582株に本新株予約権が全て行使された場合に交付される株

式数 3,470,000 株を合算した 6,052,582 株に対し、東証における当社普通株式の過去６ヶ月における１日当たり

平均出来高は 5,246,514株であり、一定の流動性を有していることから、今回の資金調達は市場に過度の影響を

与える規模ではなく、希薄化の規模が合理的であると判断しました。  

 

７．割当予定先の選定理由等 

（１）割当予定先の概要 

【LCAO】（注１） 

① 名 称 Long Corridor Alpha Opportunities Master Fund 

② 所 在 地 PO Box 309, Ugland House, Grand Cayman KY1-1104, Cayman Islands 

③ 設 立 根 拠 等 ケイマン諸島法に基づく免税有限責任会社 

④ 組 成 目 的 投資 

⑤ 組 成 日 2013 年３月 11 日 

⑥ 出 資 の 総 額 約 131 百万米ドル（2020 年８月 31 日時点） 

⑦ 出資者・出資比率・出資

者 の 概 要 
Long Corridor Alpha Opportunities Feeder Fund, 100％ 

⑧ 業務執行組合員の概要 

名 称 Long Corridor Asset Management Limited 

所 在 地 
Unit 3609, AIA Tower, 183 Electric Road, North 

Point, Hong Kong SAR 

代表者の役職・氏

名 
ディレクター：James Tu 

事 業 内 容 投資 
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資 本 金 126,406,500 円（注２） 

⑨ 国 内 代 理 人 の 概 要 

名 称 該当ありません。 

所 在 地 該当ありません。 

代表者の役職・氏

名 
該当ありません。 

事 業 内 容 該当ありません。 

資 本 金 該当ありません。 

⑩ 当社と当該ファンドとの

間 の 関 係 

当社と該当ファン

ドとの間の関係 
該当ありません。 

当社と業務執行組

合員との間の関係 

該当ありません。 

当社と国内代理人

と の 間 の 関 係 

該当ありません。 

 

【MAP246】（注１） 

① 名 称 MAP246 Segregated Portfolio, a segregated portfolio of LMA SPC 

② 所 在 地 
Cayman Corporate Centre, 27 Hospital Road, George Town, Grand 
Cayman KY1-9008, Cayman Islands 

③ 設 立 根 拠 等 
ケイマン諸島法に基づく分離ポートフォリオ会社（Segregated 

Portfolio Company）の分離ポートフォリオ（Segregated Portfolio） 

④ 組 成 目 的 投資 

⑤ 組 成 日 2019 年８月 11 日 

⑥ 出 資 の 総 額 開示の同意を得られていないため、記載していません。（注３） 

⑦ 
出資者・出資比率・出資

者 の 概 要 

開示の同意を得られていないため、記載していません。（注３） 

⑧ 業務執行組合員の概要 

名 称 Long Corridor Asset Management Limited 

所 在 地 
Unit 3609, AIA Tower, 183 Electric Road, North 

Point, Hong Kong SAR 

代表者の役職・氏

名 

ディレクター：James Tu 

事 業 内 容 投資 

資 本 金 126,406,500 円（注２） 

⑨ 国 内 代 理 人 の 概 要 

名 称 該当ありません。 

所 在 地 該当ありません。 

代表者の役職・氏

名 

該当ありません。 

事 業 内 容 該当ありません。 

資 本 金 該当ありません。 

⑩ 
当社と当該ファンドとの

間 の 関 係 
当社と該当ファン

ドとの間の関係 

該当ありません。 
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当社と業務執行組

合員との間の関係 

該当ありません。 

当社と国内代理人

と の 間 の 関 係 

該当ありません。 

（注１）当社は、①LCAO、MAP246及び LCAM、②LCAO及び MAP246の出資者及びディレクター、並

びに③LCAM の出資者及びディレクター（以下「割当予定先関係者」と総称します。）が、反

社会的勢力と何らかの関係を有しているか否かについて、第三者調査機関である株式会社セキ

ュリティ＆リサーチ（東京都港区赤坂二丁目８番 11 号代表取締役羽田寿次）に調査を依頼しま

した。その結果、割当予定先関係者について、反社会的勢力である又は反社会的勢力と何らか

の関係を有している旨の報告はありませんでした。以上のことから、当社は割当予定先が反社

会的勢力とは一切関係していないと判断しており、その旨の確認書を東証に提出しております。 

（注２）金額は便宜上、2021 年 12 月３日現在の外国為替相場の仲値である１香港ドル＝15.0 円（株式

会社三菱ＵＦＪ銀行公示仲値）に換算の上、小数点第１位を四捨五入しております。 

（注３）割当予定先である MAP246 に関する出資の総額及び出資者・出資比率・出資者の概要について

は、当社代表取締役社長の森本裕文が、キャンターフィッツジェラルド証券株式会社(住所：

東京都港区赤坂五丁目３番１号 赤坂Ｂｉｚタワー38 階 日本における代表者：村田光央)(以

下「キャンターフィッツジェラルド証券」といいます。)を通じて、LCAM の Investment 

Advisor である Long Corridor Global Asset Management の日本代表である西健一郎氏に確認した

ものの、開示の同意が得られていないため、記載していません。開示の同意を行わない理由に

つきましては、MAP246 と LCAM との間で締結した秘密保持契約に基づき守秘義務を負ってい

るためと聞いております。 

 

（２）割当予定先を選定した理由 

当社は、今回の資金調達にあたり、公募増資、金融機関からの借入れ等の各資金調達方法について、上記

「３．資金調達方法の概要及び選択理由（２）資金調達方法の選択理由」に記載のとおり検討いたしました。

各資金調達方法について比較検討している中で、世界的な投資家網を有し日本において資金調達のアレンジ力

に定評がある先としてキャンターフィッツジェラルド証券とも当社の資本政策に関する議論を行っておりまし

た。2021 年 10 月頃に同社に対し、当社より資金ニーズを具体的に伝えたところ、リスク許容力が高く、当社

の資金ニーズを充足する上で柔軟に投資手法を検討できると考えられる海外機関投資家に対する割当を通じ

て、資金調達を実現する方法について提案を受けました。そして、キャンターフィッツジェラルド証券が、高

い投資判断能力とリスク許容力を有すると見込まれる投資家として選定した海外機関投資家の内、当社の経営

環境・今後の事業方針等を十分に理解することができる分析能力を有し、かつ当社が必要とする金額を調達す

る上で、当社にとって最も望ましいと考えられる条件を提示出来る可能性が高い機関投資家として、キャンタ

ーフィッツジェラルド証券より LCAM の紹介を受け、LCAM から、LCAM が運用を行っている LCAO 及び

MAP246 に対する第三者割当の提案を、キャンターフィッツジェラルド証券を通じて 2021 年 10 月下旬頃に受

けました。その後、LCAM に対し当社の経営環境・今後の事業方針及び資金需要を伝えたところ、LCAM より

具体的な提案として当社の資金ニーズに沿う本スキームの提案を 2021 年 11 月中旬頃に受けた次第です。 

当社が、キャンターフィッツジェラルド証券から受領した資料及び LCAM の Investment Advisor である Long 

Corridor Global Asset Management の日本代表である西健一郎氏に対するヒアリングにて確認したところ、

LCAM は、米国の年金や大学基金を預かるファンドオブファンズが主な資金源であることにより、短期的な業

績動向だけではなく、中長期的な事業戦略の方向性や事業環境を評価した上で柔軟に投資及び投資形態を検討

可能であり、経営には一切関与しない友好的な純投資家であることから、本件の割当先として適切であると判

断いたしました。そして、LCAM により提案を受けた本スキームは、当社の中長期の事業成長及び今後当社の
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株価の上昇局面を考慮の上、発行時点で当社の必要とする一定の資金を調達できるとともに、将来的な資金需

要についても株価に対する一時的な影響を抑制しつつ既存株主への過度な影響を及ぼさずに追加的な資金調達

ができる点において、有効な資金調達手段であると判断しました。 

以上の理由から本第三者割当による本スキームの提案を採用し、LCAM が一任契約に基づき運用を行ってい

る LCAO 及び MAP246 を割当予定先とすることを決定いたしました。 

 

（３）割当予定先の保有方針 

 割当予定先である LCAO 及び MAP246 との間で、本新株予約権付社債の転換及び本新株予約権の行使により

取得する当社株式について、継続保有及び預託の取り決めはありません。なお、本新株予約権付社債の転換及

び本新株予約権の行使により取得する当社株式に関する割当予定先の保有方針は純投資である旨、割当予定先

の資産運用を一任されている LCAM の Investment Advisor である Long Corridor Global Asset Management から口

頭で確認しております。当社役員と割当予定先の資産運用を一任されている LCAM との協議において、本新株

予約権付社債の転換及び本新株予約権の行使により取得する当社株式については、割当予定先が市場売却等の

方法により、市場の状況等を勘案し、株価への悪影響を極力排除するように努めることを前提に適宜売却する

可能性がある旨を口頭で確認しております。 

 また、当社と割当予定先は、本新株予約権について下記の内容を含む新株予約権買取契約を締結する予定で

す。 

 ア．当社は、取引所の定める有価証券上場規程第 434 条第１項及び同施行規則第 436 条第１項ないし第５項

の定めに基づき、原則として、単一暦月中に割当予定先が本新株予約権を行使することにより取得される株式

数が、本新株予約権の払込日時点における上場株式数の 10％を超える場合には、当社は当該 10％を超える部分

に係る本新株予約権の行使（以下「制限超過行使」といいます。）を行わせないこと。 

 イ．割当予定先は、所定の適用除外の場合を除き、制限超過行使に該当する本新株予約権の行使を行わない

ことに同意し、本新株予約権の行使にあたっては、あらかじめ当社に対し、本新株予約権の行使が制限超過行

使に該当しないかについて確認を行うこと。 

 ウ．割当予定先は、本新株予約権を譲渡する場合、あらかじめ譲渡先となる者に対して、当社との間で制限

超過行使に係る義務を負うことを約束させ、また譲渡先となる者がさらに第三者に譲渡する場合にも当社に対

して同様の義務を承継すべき旨を約束させること。 

 さらに、CB 買取契約及び新株予約権買取契約において、割当予定先による本新株予約権付社債及び本新株

予約権の譲渡の際に当社の事前の書面による承認が必要である旨が定められる予定です。譲渡が行われること

となった場合には、当社の承認に先立ち、当社は、譲受先の本人確認、反社会的勢力でないことの確認、払込

みに要する資金等の状況の確認、及び譲受先の保有方針の確認を行います。また、譲渡が行われた場合、当社

は当該事実を開示いたします。 

 

（４）割当予定先の払込みに要する財産の存在について確認した内容 

 当社は、割当予定先のうち LCAO について、2020 年 12 月期の Ernst＆Young による監査済み財務書類及び

LCAO の保有財産の裏付けとなる複数のプライム・ブローカーの 2021 年 11 月 30 日、2021 年 12 月１日及び

2021年 12月２日現在における残高証明書を確認しております。当社は、LCAOの財務書類に記載されるキャッ

シュフロー上の入出金の金額及び LCAO が現在運用している資金の残高を確認いたしました。 

 同様に、当社は、割当予定先のうち MAP246 について、2020 年 12 月期の Grant Thornton による監査済み財務

書類及び MAP246 の保有財産の裏付けとなるプライム・ブローカーの 2021 年 11 月 30 日、2021 年 12 月１日及

び 2021 年 12 月２日現在における残高証明書を確認しております。当社は、MAP246 の財務書類に記載される

キャッシュフロー上の入出金の金額及び MAP246 が現在運用している資金の残高を確認いたしました。 



17 

 

 したがって、本第三者割当に係る払込み及び本新株予約権の行使に要する資金の確保状況について問題はな

いものと判断しております。 

 

（５）株券貸借に関する契約 

 当社及び当社の役員・大株主と割当予定先との間において、当社株式に関連して株券貸借に関する契約を締

結しておらず、またその予定もありません。 

（６）優先的交渉権について 

 本新株予約権付社債については、払込期日から 2023 年 12 月 27 日又は本新株予約権付社債が引受人によって

すべて転換され若しくは本社債が全額償還された日のいずれか早い日までの間、本新株予約権については、払

込期日から 2023 年 12 月 27 日又は本新株予約権が引受人によって全て行使され若しくは発行会社によって全て

取得される日のいずれか早い日までの間、割当予定先以外の第三者に対して、株式又は新株予約権、新株予約

権付社債その他の潜在株式（以下「株式等」と総称します。）を発行又は処分しようとする場合（譲渡制限付

株式報酬制度に基づき当社の取締役に対し当社の普通株式を新たに発行し若しくは当社の保有する当社の普通

株式を処分する場合、又は当社の取締役会の決議に基づく当社の取締役に対するストックオプションとしての

新株予約権を発行する場合を除きます。）、当該第三者との間で当該株式等の発行又は処分に合意する前に、

割当予定先に対して、当該株式等の内容及び発行又は処分の条件を通知した上で、当該株式等の全部又は一部

について当該条件にて引き受ける意向の有無を確認するものとする旨及び割当予定先がかかる引受けを希望す

る場合、当社は、当該第三者の代わりに又は当該第三者に加えて、割当予定先に対して当該株式等を当該条件

にて発行又は処分するものとする旨を CB 買取契約及び新株予約権買取契約において合意する予定です。 

 

８．募集後の大株主及び持株比率 

 

募集前 2021 年９月 20 日現在 
株式会社ＳＢＩ証券 4.75 

株式会社 Wealth Brothers 3.39 
松井証券株式会社 2.88 

楽天証券株式会社 2.06 
ＧＭＯクリック証券株式会社 2.04 

野村證券株式会社 1.64 

プロルート共栄会 1.46 
広田 泰成 1.43 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 0.97 
BNYM SA/NV FOR BNYM FOR BNY GCM CLIENT ACCOUNTS M LSCB RD 
（常任代理人 株式会社三菱ＵＦＪ銀行） 

0.87 

（注１）募集前の持株比率は、2021 年９月 20 日現在における発行済株式総数を基準として算出しております。 

（注２）割当予定先は、本新株予約権社債の転換及び本新株予約権の行使によって取得する株式の保有方針は純

投資であり、当社の経営に介入する意思や支配株主となる意思がないこと及び可能な限り市場動向に配

慮しながら取得した当社株式を売却していくことを表明していることから、募集後の大株主及び持株比

率は記載しておりません。 

 

９．今後の見通し 

 本第三者割当が当期の業績予想に与える影響は軽微でありますが、開示すべき事項が今後発生した場

合には、速やかにお知らせいたします。  

 

10．企業行動規範上の手続に関する事項 
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 本第三者割当は、①希薄化率が 25％未満であること、②支配株主の異動を伴うものではないことか

ら、東証の定める有価証券上場規程第 432 条に定める独立第三者からの意見入手及び株主の意思確認手

続は要しません。 

 

11．最近３年間の業績及びエクイティ・ファイナンスの状況 

（１）最近３年間の業績（連結） 

 

 2019 年３月期 2020 年３月期 2021 年３月期 

売 上 高 9,220,494 5,770,914 5,810,779 

営 業 利 益 又 は 

営 業 損 失 （ △ ） 

△237,152 △405,173 63,773 

経 常 利 益 又 は 

経 常 損 益 （ △ ） 

△281,683 △437,413 54,059 

親会社株主に帰属する当期純利益

又 は 親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 

当 期 純 損 益 （ △ ） 

△646,528 △1,191,533 14,409 

１株当たり当期純利益又は１株当

たり当期純損益（△）（円） 

△31.57 △51.08 0.51 

１ 株 当 た り 配 当 金 （ 円 ） ― ― ― 

１ 株 当 た り 純 資 産 （ 円 ） 68.07 32.79 33.95 

（単位：千円。特記しているものを除く。） 

 

（２）現時点における発行済株式数及び潜在株式数の状況（2021 年９月 20 日現在） 

 株 式 数 発行済株式数に対する比率 

発 行 済 株 式 数 29,491,840 100％ 

現時点の行使価額における 

潜 在 株 式 数 

711,000 2.41％ 

 

（３）最近の株価の状況 

①最近３年間の状況 

 2019 年３月期 2020 年３月期 2021 年３月期 

始  値 269 円 95 円 57 円 

高  値 343 円 185 円 538 円 

安  値 73 円 50 円 47 円 

終  値 94 円 58 円 195 円 

 

②最近６か月間の状況 

 
2021 年 
７月 ８月 ９月 10 月 11 月 12 月 

始  値 222 円 400 円 381 円 305 円 223 円 184 円 

高  値 420 円 730 円 386 円 320 円 244 円 195 円 

安  値 217 円 311 円 268 円 222 円 185 円 172 円 

終  値 405 円 369 円 310 円 226 円 185 円 185 円 
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（注）2021 年 12 月の状況につきましては、2021 年 12 月９日現在で表示しております。 

 

③発行決議日前営業日における株価 

 2021 年 12 月９日 
始  値 189 円 
高  値 192 円 
安  値 185 円 
終  値 185 円 

 

（４）最近３年間のエクイティ・ファイナンスの状況 

① 譲渡制限付株式報酬としての新株式の発行 

払 込 期 日 2019 年８月１日 

調 達 資 金 の 額 2,150,500 円（差引手取概算額） 

発 行 価 額 １株につき 85 円 

募 集 時 に お け る 

発 行 済 株 式 数 
20,486,540 株 

当 該 募 集 に よ る 

発 行 株 式 数 
25,300 株 

募 集 後 に お け る 

発 行 済 株 式 総 数 
20,511,840 株 

割 当 先 
取締役 ３名 

執行役員 １名 

発 行 時 に お け る 

当 初 の 資 金 使 途 
譲渡制限付株式報酬としての新株式の発行であるため、該当なし 

発 行 時 に お け る 

支 出 予 定 時 
譲渡制限付株式報酬としての新株式の発行であるため、該当なし 

現 時 点 に お け る 

充 当 状 況 
譲渡制限付株式報酬としての新株式の発行であるため、該当なし 

 

② 第三者割当による新株式の発行 

払 込 期 日 2019 年９月 30 日 

調 達 資 金 の 額 399,800,000 円（差引手取概算額） 

発 行 価 額 １株につき 81 円 

募 集 時 に お け る 

発 行 済 株 式 数 
20,511,840 株 

当 該 募 集 に よ る 

発 行 株 式 数 
5,000,000 株 

募 集 後 に お け る 

発 行 済 株 式 総 数 
25,511,840 株 

割 当 先 株式会社 Wealth Brothers 
発 行 時 に お け る 

当 初 の 資 金 使 途 

① システム投資（250,000 千円） 

② 運転資金（149,800 千円） 

発 行 時 に お け る 

支 出 予 定 時 

① システム投資 

2019 年 10 月～2021 年９月 

② 運転資金 

2019 年 10 月～2021 年３月 

現 時 点 に お け る ① システム投資 
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充 当 状 況 200,000 千円（2019 年 10 月～2021 年９月） 

50,000 千円（2019 年 10 月～2022 年６月予定） 

② 運転資金 

149,800 千円（2019 年 10 月～2021 年３月） 

 

（注）2021 年９月 21 日付で公表した「資金使途に係る支出予定時期の変更に関するお知らせ」のとおり、上記①

のシステム投資のうち 50,000 千円について、支出予定時期を変更しております。なお、上記①のシステム

投資のうち 200,000 千円について及び上記②の運転資金については予定どおり充当を完了しております。 
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別紙１ 2021 年第１回無担保転換社債型新株予約権付社債 

 

株式会社プロルート丸光 

2021 年第 1回無担保転換社債型新株予約権付社債発行要項 

 

１．募集社債の名称 

株式会社プロルート丸光第 2021 年第 1 回無担保転換社債型新株予約権付社債（以下「本新株予約権付

社債」といい、そのうち社債部分を「本社債」、新株予約権部分を「本新株予約権」という。） 

２．募集社債の総額 

金 430,000,000 円 

３．各社債の金額 

金 10,000,000 円の１種。各社債の口数は 43 口とし、本社債は、各社債の金額を単位未満に分割するこ

とができない。 

４．本新株予約権付社債の券面 

本新株予約権付社債については、社債券及び新株予約権付社債券は発行されない。 

５．払込金額 

各社債の金額 100 円につき金 100 円 

但し、本新株予約権と引換えに金銭の払込みを要しないものとする。 

６．新株予約権又は社債の譲渡 

本新株予約権付社債は、会社法第 254 条第２項本文及び第３項本文の定めにより、本新株予約権又は本

社債の一方のみを譲渡することはできない。 

７．利率 

本社債には利息を付さない。 

８．担保・保証の有無 

本新株予約権付社債には担保及び保証は付されておらず、また、本新株予約権付社債のために特に留保

されている資産はない。 

９．申込期日 

2021 年 12 月 27 日 

10．本社債の払込期日及び本新株予約権の割当日 

2021 年 12 月 27 日 

11．募集の方法 

第三者割当の方法により、それぞれ以下の通り割り当てる。 

Long Corridor Alpha Opportunities Master Fund  35 個 

MAP246 Segregated Portfolio     ８個 

12．本社債の償還の方法及び期限 

(１) 満期償還 
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本社債は、2023 年 12 月 27 日（償還期限）にその総額を各社債の金額 100 円につき金 100 円で償

還する。但し、繰上償還の場合は、本項第(２)号に定める金額による。 

(２) 繰上償還 

(イ) 組織再編行為による繰上償還 

組織再編行為（以下に定義する。）が当社の株主総会で承認された場合（株主総会の承認が不要な

場合は当社の取締役会で決議された場合。かかる承認又は決議がなされた日を、以下「組織再編行

為承認日」という。）において、承継会社等（以下に定義する。）の普通株式がいずれの金融商品取

引所にも上場されない場合には、当社は本新株予約権付社債権者に対して償還日（当該組織再編行

為の効力発生日前の日とする。）の 30 日前までに通知の上、残存する本社債の全部（一部は不可）

を、以下の償還金額で繰上償還するものとする。 

上記償還に適用される償還金額は、参照パリティ（以下に定義する。）が 100％を超える場合には、

各社債の金額 100 円につき金 100 円に参照パリティを乗じた額とし、参照パリティが 100％以下とな

る場合には、各社債の金額 100 円につき金 100 円とする。 

なお、「参照パリティ」は、以下に定めるところにより決定された値とする。 

① 当該組織再編行為に関して当社普通株式の株主に支払われる対価が金銭のみである場合 

当該普通株式１株につき支払われる当該金銭の額を当該組織再編行為承認日時点で有効な

転換価額（第 14 項第(３)号(ハ)①(ⅰ)に定義される。）で除して得られた値（小数第５位ま

で算出し、小数第５位を四捨五入し、これを百分率で表示する。） 

② (ⅰ)以外の場合 

会社法に基づき当社の取締役会その他の機関において当該組織再編行為に関して支払われ

若しくは交付される対価を含む条件が決議又は決定された日（決議又は決定された日よりも

後に当該組織再編行為の条件が公表される場合にはかかる公表の日）の直後の取引日（株式

会社東京証券取引所（以下「東京証券取引所」という。）において売買立会が行われる日をい

う。但し、東京証券取引所において当社普通株式のあらゆる種類の取引停止処分又は取引制

限（一時的な取引制限も含む。）があった場合には、当該日は「取引日」にあたらないものと

する。以下同じ。）に始まる５連続取引日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引

の終値の平均値を、当該５連続取引日の最終日時点で有効な転換価額で除して得られた値

（小数第５位まで算出し、小数第５位を四捨五入し、これを百分率で表示する。）とする。当

該５連続取引日において第 14 項第(３)号(ハ)③、⑤及び⑦に記載の転換価額の調整事由が生

じた場合には、当該５連続取引日の当社普通株式の普通取引の終値の平均値は、第 14 項第

(３)号(ハ)②乃至⑦に記載の転換価額の調整条項に準じて合理的に調整されるものとする。 

「組織再編行為」とは、当社が消滅会社となる合併契約の締結、当社が分割会社となる吸収分割

契約の締結若しくは新設分割計画の作成又は当社が他の会社の完全子会社となる株式交換契約の締

結、株式移転計画の作成若しくは株式交付親会社が当社の発行済株式の全部を取得することを内容

とする株式交付計画の作成又はその他の日本法上の会社組織再編手続で、かかる手続により本社債

に基づく当社の義務が他の会社に引き受けられることとなるものをいう。 
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「承継会社等」とは、当社による組織再編行為に係る吸収合併存続会社若しくは新設合併設立会

社、吸収分割承継会社若しくは新設分割設立会社、株式交換完全親会社、株式移転完全親会社、株

式交付親会社又はその他の日本法上の会社組織再編手続におけるこれらに相当する会社のいずれか

であって、本社債に基づく当社の義務を引き受けるものをいう。 

当社は、本号(イ)に定める通知を行った後は、当該通知に係る繰上償還通知を撤回又は取り消す

ことはできない。 

(ロ) 公開買付けによる上場廃止に伴う繰上償還 

当社普通株式について金融商品取引法に基づく公開買付けがなされ、当社が当該公開買付けに賛

同する意見を表明し、当該公開買付けの結果、当社普通株式が上場されている全ての日本の金融商

品取引所においてその上場が廃止となる可能性があることを当社又は公開買付者が公表又は容認し

（但し、当社又は公開買付者が、当該公開買付け後も当社普通株式の上場を維持するよう努力する

旨を公表した場合を除く。）、かつ公開買付者が当該公開買付けにより当社普通株式を取得した場合、

当社は、本新株予約権付社債権者に対して当該公開買付けによる当社普通株式の取得日（当該公開

買付けに係る決済の開始日を意味する。）から 15日以内に通知の上、当該通知日から30日以上 60日

以内の日を償還日として、残存する本社債の全部（一部は不可）を、本号(イ)に記載の償還の場合

に準ずる方式によって算出される償還金額で繰上償還するものとする。 

本号(イ)及び(ロ)の両方に従って本社債の償還を義務付けられる場合、本号(イ)の手続が適用さ

れる。但し、組織再編行為により当社普通株式の株主に支払われる対価を含む条件が公表される前

に本号(ロ)に基づく通知が行われた場合には、本号(ロ)の手続が適用される。 

(ハ) スクイーズアウト事由による繰上償還 

当社普通株式を全部取得条項付種類株式にする定款の変更の後、当社普通株式の全てを対価をも

って取得する旨の当社の株主総会の決議がなされた場合、当社の特別支配株主（会社法第 179 条第 1

項に定義される。）による当社の他の株主に対する株式等売渡請求を承認する旨の当社の取締役会の

決議がなされた場合又は上場廃止を伴う当社普通株式の併合を承認する旨の当社の株主総会の決議

がなされた場合（以下「スクイーズアウト事由」という。）、当社は、本新株予約権付社債権者に対

して、実務上可能な限り速やかに、但し、当該スクイーズアウト事由の発生日から 14 日以内に通知

した上で、当該通知において指定した償還日（かかる償還日は、当該スクイーズアウト事由に係る

当社普通株式の取得日又は効力発生日より前で、当該通知の日から14営業日目以降 30営業日目まで

のいずれかの日とする｡）に、残存する本社債の全部（一部は不可）を、本号(イ)に記載の償還の場

合に準ずる方式によって算出される償還金額で繰上償還するものとする。 

(ニ) 上場廃止事由等又は監理銘柄指定による繰上償還 

本新株予約権付社債権者は、当社普通株式について、上場廃止事由等（以下に定義する。）が生じ

た若しくは生じる合理的な見込みがある場合、又は東京証券取引所による監理銘柄への指定がなさ

れた若しくはなされる合理的な見込みがある場合には、その選択により、当社に対して、償還すべ

き日の 10 営業日以上前に事前通知を行った上で、当該繰上償還日に、その保有する本新株予約権付

社債の全部又は一部を各社債の金額 100円につき金 100円で繰上償還することを、当社に対して請求
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する権利を有する。 

「上場廃止事由等」とは以下の事由をいう。 

当社又はその企業集団に、東京証券取引所有価証券上場規程第601条第１項各号に定める事由が発

生した場合、又は、当社が本新株予約権付社債の払込期日以降その事業年度の末日現在における財

務諸表又は連結財務諸表において債務超過となる場合において、当該事業年度の末日の翌日から起

算して６か月を経過する日までの期間において債務超過の状態でなくならなかった場合 

(ホ) 当社の選択による繰上償還 

当社は、2021 年 12 月 28 日以降、2023 年 12 月 26 日までの期間、その選択により、本新株予約権

付社債権者に対して、償還すべき日（償還期限より前の日とする。）の２週間以上前に事前通知を行

った上で、当該繰上償還日に、残存する本新株予約権付社債の全部または一部を各社債の金額100円

につき金 100 円で繰上償還することができる。 

(３) 本項に定める償還すべき日が銀行休業日にあたるときは、その前銀行営業日にこれを繰り上げる。 

13．買入消却 

(１) 当社及びその子会社（以下に定義する。）は、本新株予約権付社債権者と合意の上、随時本新株予約

権付社債をいかなる価格でも買入れることができる。 

(２) 当社又はその子会社が本新株予約権付社債を買入れた場合には、当社は、いつでも、その選択により

（当社の子会社が買入れた場合には、当該子会社より消却のために当該本新株予約権付社債の交付を受

けた後）、当該本新株予約権付社債に係る本社債を消却することができ、かかる消却と同時に当該本新

株予約権付社債に係る本新株予約権は消滅する。 

(３) 「子会社」とは、会社法第２条第３号に定める子会社をいう。  

14．本新株予約権の内容 

(１) 本社債に付された本新株予約権の数 

各本社債に付された本新株予約権の数は１個とし、合計 43個の本新株予約権を発行する。 

(２) 本新株予約権と引換えにする金銭の払込み 

本新株予約権と引換えに金銭の払込みを要しないものとする。 

(３) 本新株予約権の目的である株式の種類及び数の算定方法 

(イ) 種類 

当社普通株式 

(ロ) 数 

本新株予約権の行使により当社が新たに発行又はこれに代えて当社の保有する当社普通株式を

処分（以下当社普通株式の発行又は処分を当社普通株式の「交付」という。）する当社普通株式

の数は、同時に行使された本新株予約権に係る本社債の金額の総額を当該行使時において有効な

転換価額で除して得られる数とする。但し、１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨て、

現金による調整は行わない。  

(ハ) 転換価額 

① 転換価額 
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(ⅰ) 各本新株予約権の行使により交付する当社普通株式の数を算定するにあたり用いられる価額

（以下「転換価額」という。）は、166.50 円とする。なお、転換価額は本号(ハ)①（ⅱ）及び②

乃至⑦に定めるところに従い修正又は調整されることがある。 

(ⅱ) 2022 年 12 月 28 日（以下、「修正日」という｡）において、修正日の直前取引日の東京証券取

引所における当社普通株式の普通取引の終値（同日に終値がない場合には、その直前の終値。以

下「修正日価額」という。）が、修正日に有効な転換価額を 0.01 円以上下回る場合には、転換価

額は、修正日以降、修正日価額に修正される。但し、上記の計算の結果算出される金額が下限転

換価額（以下に定義する。）を下回る場合には、修正後の転換価額は下限転換価額とする。「下限

転換価額」とは、116.55 円とする（但し、本号（ハ）②乃至⑦に定めるところに従って転換価

額に対して行われる調整と同様の方法による調整に服する。）。 

② 転換価額の調整 

当社は、本新株予約権付社債の発行後、本号(ハ)③に掲げる各事由により当社の発行済普通株

式数に変更を生じる場合又は変更を生じる可能性がある場合は、次に定める算式（以下「新株発

行等による転換価額調整式」という。）により転換価額を調整する。 

 

 

調整後 

転換価額 

 

 

＝ 

 

 

調整前 

転換価額 

 

 

× 

既発行普通 

株式数 

 

＋ 

発行又は 

処分株式数 
× 

１株当たりの発行 

又は処分価額 

時価 

既発行普通株式数 ＋ 発行又は処分株式数 

③ 新株発行等による転換価額調整式により本新株予約権付社債の転換価額の調整を行う場合及びそ

の調整後の転換価額の適用時期については、次に定めるところによる。 

(ⅰ) 時価（本号(ハ)⑥(ⅱ)に定義される。以下同じ。）を下回る払込金額をもって当社普通株式

を新たに発行し、又は当社の保有する当社普通株式を処分する場合（但し、下記(ii)の場合、譲

渡制限付株式報酬制度に基づき当社の取締役に対し当社普通株式を当社普通株式を新たに発行し、

又は当社の保有する当社普通株式を処分する場合、新株予約権（新株予約権付社債に付されたも

のを含む。）の行使、取得請求権付株式又は取得条項付株式の取得、その他当社普通株式の交付

を請求できる権利の行使によって当社普通株式を交付する場合、及び会社分割、株式交換、株式

交付又は合併により当社普通株式を交付する場合を除く｡） 

調整後転換価額は、払込期日又は払込期間の末日以降、又はかかる発行若しくは処分につ

き株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場合はその日の翌日以降これを適

用する。 

(ⅱ) 普通株式の株式分割又は無償割当をする場合 

調整後転換価額は、当該株式分割又は無償割当のための基準日（基準日を定めない場合は、

効力発生日）の翌日以降これを適用する。 

(ⅲ) 時価を下回る価額をもって当社普通株式を交付する定めのある取得請求権付株式、取得条項

付株式若しくは取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）を発行する

場合、又は時価を下回る価額をもって当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権
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付社債に付されたものを含む。）その他の証券又は権利を発行する場合（但し、当社取締役会の

決議に基づく当社の取締役に対するストックオプションとしての新株予約権を発行する場合、又

は 2021 年 12 月 10 日の取締役会決議に基づく第３回新株予約権の発行を除く。）。なお、新株

予約権無償割当て（新株予約権付社債を無償で割り当てる場合を含む。以下同じ。）は、新株予

約権を無償発行したものとして本(ⅲ)を適用する。 

調整後の転換価額は、発行される株式又は新株予約権その他の証券又は権利（以下「取得

請求権付株式等」という。）の全てが当初の条件で取得又は行使され当社普通株式が交付さ

れたものとみなして新株発行等による転換価額調整式を準用して算出するものとし、当該取

得請求権付株式等の払込期日又は払込期間末日の翌日以降、また、当該募集において株主に

割り当てを受ける権利を与える場合は、当該権利を与える株主を定めるための基準日（基準

日を定めない場合は、その効力発生日）の翌日以降これを適用する。 

但し、本(ⅲ)に定める取得請求権付株式等が当社に対する企業買収の防衛を目的とする発

行である旨を、当社が公表のうえ本新株予約権付社債権者に通知したときは、調整後の転換

価額は、当該取得請求権付株式等について、当該取得請求権付株式等の要項上、当社普通株

式の交付と引換えにする取得の請求若しくは取得条項に基づく取得若しくは当該取得請求権

付株式等の行使が可能となった日（以下「転換・行使開始日」という。）の翌日以降、転

換・行使開始日において取得の請求、取得条項による取得又は当該取得請求権付株式等の行

使により当社普通株式が交付されたものとみなして新株発行等による転換価額調整式を準用

して算出してこれを適用する。 

(ⅳ) 上記(ⅰ)乃至(ⅲ)の場合において、基準日が設定され、かつ、効力の発生が当該基準日以降

の株主総会、取締役会その他当社の機関の承認を条件としているときには、上記(ⅰ)乃至(ⅲ)に

かかわらず、調整後転換価額は、当該承認があった日の翌日以降これを適用する。この場合にお

いて、当該基準日の翌日から当該承認があった日までに本新株予約権の行使請求をした新株予約

権者に対しては、次の算出方法により、当社普通株式を交付する。 

交付普通 

株式数 

 

＝ 

調 整 前 

転換価額 
－ 

調 整 後 

転換価額 
× 

調 整 前 転 換 価 額 に よ り 

当該期間内に交付された普通株式数 

調整後転換価額 

この場合、１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、現金による調整は行わない。 

④ 当社は、本新株予約権付社債の発行後、下記第⑤号に定める特別配当の支払いを実施する場合に

は、次に定める算式（以下「特別配当による転換価額調整式」といい、新株発行等による転換価額

調整式と併せて「転換価額調整式」という。）をもって転換価額を調整する。 

調整後 

転換価額 
＝ 

調整前 

転換価額 
× 

時価 ― １株当たりの特別配当 

時価 

「１株当たりの特別配当」とは、特別配当を、剰余金の配当に係る当該事業年度の最終の基準

日における各本社債の金額（金 10,000,000 円）当たりの本転換社債型新株予約権の目的となる株
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式の数で除した金額をいう。１株当たり特別配当の計算については、小数第２位未満の端数を切

り上げる。 

⑤ (ⅰ) 「特別配当」とは、2023 年 12 月 27 日までの間に終了する各事業年度内に到来する配当に

係る各基準日につき、当社普通株式１株当たりの剰余金の配当（会社法第 455 条第２項及び

第 456 条の規定により支払う金銭も含む。金銭以外の財産を配当財産とする剰余金の配当の

場合には、かかる配当財産の簿価を配当の額とする。）の額に当該基準日時点における各本

社債の金額（金 10,000,000 円）当たりの本転換社債型新株予約権の目的である株式の数を乗

じて得た金額の当該事業年度における累計額が、基準配当金（基準配当金は、2023 年 12 月

27 日までの間に終了する各事業年度内に到来する配当に係る各基準日につき、当該基準日時

点における各本社債の金額（金 10,000,000）当たりの目的である株式の数に５を乗じた金額

の当該事業年度における累計額。）（当社が当社の事業年度を変更した場合には、新株予約権

者と協議のうえ合理的に修正された金額）を超える場合における当該超過額をいう。 

(ⅱ) 特別配当による転換価額の調整は、各事業年度の配当に係る最終の基準日に係る会社法第

456 条又は第 459 条に定める剰余金の配当決議が行われた日の属する月の翌月 10 日以降これ

を適用する。 

⑥ (ⅰ) 転換価額調整式の計算については、小数第２位未満の端数を切り上げる。 

(ⅱ) 転換価額調整式で使用する時価は、新株発行等による転換価額調整式の場合は調整後転換

価額を適用する日（但し、本号(ハ)③(ⅳ)の場合は基準日）又は特別配当による転換価額調

整式の場合は当該事業年度の配当に係る最終の基準日に先立つ 45 取引日目に始まる 30 連続取

引日の東京証券取引所における当社普通株式終値の平均値（終値のない日数を除く。）とす

る。 

この場合、平均値の計算は、小数第２位未満の端数を切り上げる。 

(ⅲ) 新株発行等による転換価額調整式で使用する既発行株式数は、当該募集において株主に株

式の割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場合にはその日、また、かかる基準日

がない場合は、調整後転換価額を適用する日の１か月前の日における当社の発行済普通株式

数から、当該日における当社の有する当社普通株式の数を控除した数とし、当該転換価額の

調整前に本号(ハ)③又は本号(ハ)⑦に基づき交付されたものとみなされた当社普通株式のう

ち未だ交付されていない当社普通株式の数を加えた数とする。また、当社普通株式の株式分

割が行われる場合には、新株発行等による転換価額調整式で使用する発行又は処分株式数は、

基準日における当社の有する当社普通株式に割り当てられる当社普通株式の数を含まないも

のとする。 

(ⅳ) 転換価額調整式により算出された転換価額と調整前転換価額との差額が 0.01 円未満にとど

まるときは、転換価額の調整は行わないこととする。但し、次に転換価額の調整を必要とす

る事由が発生し転換価額を算出する場合は、転換価額調整式中の調整前転換価額に代えて、

調整前転換価額からこの差額を差し引いた額を使用するものとする。 

⑦ 本号(ハ)③乃至⑤の転換価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合に該当すると当
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社取締役会が合理的に判断するときには、当社は、必要な転換価額の調整を行う。 

(ⅰ) 株式の併合、合併、会社分割、株式交換又は株式交付のために転換価額の調整を必要とす

るとき。 

(ⅱ) その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により転換価

額の調整を必要とするとき。 

(ⅲ) 転換価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の転換

価額の算出にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があると

き。 

⑧ 本号(ハ)①(ⅱ)により転換価額の修正を行う場合、又は本号(ハ)②乃至⑦により転換価額の調整

を行うとき（下限転換価額が調整される時を含む。）は、当社は、あらかじめ書面によりその旨並び

にその事由、修正前又は調整前の転換価額、修正後又は調整後の転換価額及びその適用の日その他

必要な事項を本新株予約権付社債権者に通知する。但し、適用の日の前日までに前記の通知を行う

ことができないときは、適用の日以降速やかにこれを行う。 

(４) 本新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及びその価額又はその算定方法 

(イ) 本新株予約権１個の行使に際し、当該本新株予約権が付された各本社債を出資するものとする。 

(ロ) 本新株予約権１個の行使に際して出資される財産の価額は、各本社債の金額と同額とする。 

(５) 本新株予約権を行使することができる期間 

本新株予約権の新株予約権者は、2021年 12月 28日から 2023年 12月 26日（第12項第(２)号(イ)

乃至(ホ)に定めるところにより、本社債が繰上償還される場合には、当該償還日の前営業日）まで

の間（以下「行使期間」という。）、いつでも、本新株予約権を行使することができる。但し、行使

期間の最終日が銀行営業日でない場合にはその前銀行営業日を最終日とする。行使期間を経過した

後は、本新株予約権は行使できないものとする。 

上記にかかわらず、以下の期間については行使請求ができないものとする。 

(イ) 当社普通株式に係る株主確定日及びその前営業日（振替機関の休業日でない日をいう。） 

(ロ) 振替機関が必要であると認めた日 

(ハ) 組織再編行為をするために本新株予約権の行使の停止が必要であると当社が合理的に判断

した場合は、それらの組織再編行為の効力発生日の翌日から 14日以内の日に先立つ 30 日以内

の当社が指定する期間中は、本新株予約権を行使することはできない。この場合には停止期

間その他必要な事項をあらかじめ本新株予約権付社債権者に通知する。 

(６) 本新株予約権の行使の条件 

各本新株予約権の一部行使はできないものとする。 

(７) 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

(イ) 本新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第

17条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数

が生じたときは、その端数を切り上げるものとする。 

(ロ) 本新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記(イ)記載
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の資本金等増加限度額から上記(イ)に定める増加する資本金の額を減じた額とする。 

(８) 本新株予約権の行使請求受付事務は、第 19 項記載の行使請求受付場所（以下「行使請求受付場所」

という。）においてこれを取り扱う。 

(９) 本新株予約権の行使請求の方法 

(イ) 本新株予約権の行使請求は、当社の定める行使請求書に、行使する本新株予約権に係る本新株予約

権付社債を表示し、行使に係る本新株予約権の内容及び数、本新株予約権を行使する日等を記載して

これに記名捺印した上、行使請求期間中に行使請求受付場所に行使請求の通知が行われることにより

行われる。 

(ロ) 行使請求受付場所において行使請求に要する手続を行った者は、その後、これを撤回することがで

きない。 

(10) 本新株予約権の行使請求の効力は、行使請求に要する事項の通知が行使請求受付場所に到達した日に

発生する。本新株予約権の行使の効力が発生したときは、当該本新株予約権に係る本社債について弁済

期が到来するものとする。 

(11) 当社は、行使請求の効力発生後、当該行使請求に係る本新株予約権付社債権者に対し、当該本新株予

約権付社債権者が指定する振替機関又は口座管理機関における振替口座簿の保有欄に振替株式の増加の

記録を行うことにより株式を交付する。 

(12) 当社による組織再編行為の場合の承継会社等による新株予約権付社債の承継 

当社が組織再編行為を行う場合は、第 12 項第(２)号(イ)に基づき本新株予約権付社債の繰上償還

を行う場合を除き、承継会社等をして、組織再編行為の効力発生日の直前において残存する本新株

予約権付社債に付された本新株予約権の所持人に対して、当該本新株予約権の所持人の有する本新

株予約権に代えて、それぞれの場合につき、承継会社等の新株予約権で、本号(イ)乃至(ヌ)に掲げ

る内容のもの（以下「承継新株予約権」という。）を交付させるものとする。この場合、組織再編行

為の効力発生日において、本新株予約権は消滅し、本社債に係る債務は承継会社等に承継され、本

新株予約権の所持人は、承継新株予約権の所持人となるものとし、本要項の本新株予約権に関する

規定は承継新株予約権について準用する。 

(イ) 交付される承継会社等の新株予約権の数 

当該組織再編行為の効力発生日直前において残存する本新株予約権付社債の所持人が保有

する本新株予約権の数と同一の数とする。 

(ロ) 承継会社等の新株予約権の目的たる株式の種類 

承継会社等の普通株式とする。 

(ハ) 承継会社等の新株予約権の目的たる株式の数 

承継会社等の新株予約権の行使により交付される承継会社等の普通株式の数は、当該組織

再編行為の条件を勘案の上、本要項を参照して決定するほか、以下に従う。なお、転換価額

は第 14 項第(３)号(ハ)①(ⅱ)と同様の修正及び第 14 項第(３)号(ハ)②乃至⑦と同様の調整

に服する。 

① 合併、株式交換、株式移転又は株式交付の場合には、当該組織再編行為の効力発生日
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の直後に承継会社等の新株予約権を行使したときに、当該組織再編行為の効力発生日の

直前に本新株予約権を行使した場合に得られる数の当社普通株式の保有者が当該組織再

編行為において受領する承継会社等の普通株式の数を受領できるように、転換価額を定

める。当該組織再編行為に際して承継会社等の普通株式以外の証券又はその他の財産が

交付されるときは、当該証券又は財産の公正な市場価値を承継会社等の普通株式の時価

で除して得られる数に等しい承継会社等の普通株式の数を併せて受領できるようにする。 

② その他の組織再編行為の場合には、当該組織再編行為の効力発生日の直後に承継会社

等の新株予約権を行使したときに、当該組織再編行為の効力発生日の直前に本新株予約

権を行使した場合に本新株予約権付社債の所持人が得ることのできる経済的利益と同等

の経済的利益を受領できるように、転換価額を定める。 

(ニ) 承継会社等の新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及びその価額又はその算定

方法 

承継会社等の新株予約権１個の行使に際しては、各本社債を出資するものとし、承継会

社等の新株予約権１個の行使に際して出資される財産の価額は、各本社債の金額と同額と

する。 

(ホ) 承継会社等の新株予約権を行使することができる期間 

当該組織再編行為の効力発生日又は承継会社等の新株予約権を交付した日のいずれか遅

い日から、本項第(５)号に定める本新株予約権の行使期間の満了日までとし、本項第(５)

号に準ずる制限に服する。 

(ヘ) 承継会社等の新株予約権の行使の条件 

本項第(6)号に準じて決定する。 

(ト) 承継会社等の新株予約権の取得条項 

定めない。 

(チ) 承継会社等の新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資

本準備金に関する事項 

承継会社等の新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額

は、会社計算規則第 17 条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額と

し、計算の結果１円未満の端数が生じたときは、その端数を切り上げるものとする。増加

する資本準備金の額は、資本金等増加限度額から増加する資本金の額を減じた額とする。 

(リ) 組織再編行為が生じた場合 

本号に準じて決定する。 

(ヌ) その他 

承継会社等の新株予約権の行使により承継会社等が交付する承継会社等の普通株式の数

につき、１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨て、現金による調整は行わない。

また、当該組織再編行為の効力発生日時点における本新株予約権付社債の所持人は、本社

債を承継会社等の新株予約権とは別に譲渡することができないものとする。かかる本社債
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の譲渡に関する制限が法律上無効とされる場合には、承継会社等が発行する本社債と同様

の社債に付された承継会社等の新株予約権を、当該組織再編行為の効力発生日直前の本新

株予約権付社債の所持人に対し、本新株予約権及び本社債の代わりに交付できるものとす

る。 

15．特約 

(１) 担保提供制限 

(イ) 当社は、本新株予約権付社債の未償還残高が存する限り、本新株予約権付社債発行後、当社が国内

で今後発行する他の転換社債型新株予約権付社債に担保権を設定する場合には、本新株予約権付社債

のためにも担保付社債信託法に基づき、同順位の担保権を設定する。 

(ロ) 本号(イ)に基づき本新株予約権付社債に担保権を設定する場合、本社債を担保するのに十分な担保

権を追加設定するとともに、担保権設定登記手続その他担保権の設定に必要な手続を速やかに完了の

上、担保付社債信託法第 41条第４項の規定に準じて公告するものとする。 

(２) 期限の利益喪失に関する特約 

次の(イ)又は(ロ)の事由が発生し、3 銀行営業日以内にその履行が為されない場合、本新株予約権

付社債権者は、その判断により当社が期限の利益を失ったものとみなすことができる。また、当社

は、次の(ハ)乃至(ト)のいずれかの事由が発生した場合には、直ちに本社債につき期限の利益を喪

失するものとする。 

(イ) 第 12 項の規定に違背したとき。 

(ロ) 本項第(１)号の規定に違背したとき。 

(ハ) 本新株予約権付社債権者が本新株予約権付社債の買取りに関して発行会社と締結した契約

に違背し、本新株予約権付社債権者から是正を求める通知を受領した後 30 日以内にその履行

又は是正をしないとき。 

(ニ) 本社債以外の社債について期限の利益を喪失し、又は期限が到来してもその弁済をするこ

とができないとき。 

(ホ) 社債を除く借入金債務について期限の利益を喪失し、若しくは期限が到来してもその弁済

をすることができなかったとき、又は当社以外の社債若しくはその他の借入金債務に対して

当社が行った保証債務について履行義務が発生したにもかかわらず、その履行をすることが

できないとき。但し、当該債務の合計額（邦貨換算後）が 100,000,000 円を超えない場合は、

この限りでない。 

(ヘ) 破産手続開始、民事再生手続開始若しくは会社更生手続開始の申立てをし、又は取締役会

において解散（合併の場合を除く。）議案を株主総会に提出する旨の決議をしたとき。 

(ト) 破産手続開始、民事再生手続開始若しくは会社更生手続開始の決定又は特別清算開始の命

令を受けたとき。 

16．社債管理者 

本新株予約権付社債は、会社法第 702 条但書の要件を充たすものであり、社債管理者は設置されない。 

17．社債権者に対する通知の方法 
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本新株予約権付社債権者に対する通知は、当社の定款所定の公告の方法によりこれを行う。但し、法令

に別段の定めがある場合を除き、公告に代えて各本新株予約権付社債権者に書面により通知する方法によ

ることができる。 

18．社債権者集会に関する事項 

(１) 本社債の社債権者集会は、当社がこれを招集するものとし、開催日の少なくとも２週間前までに本社

債の社債権者集会を招集する旨及び会社法第 719 条各号所定の事項を通知する。 

(２) 本社債の社債権者集会は大阪府においてこれを行う。 

(３) 本社債の種類（会社法第 681 条第１号に定める種類をいう。）の社債の総額（償還済みの額を除き、

当社が有する当該社債の金額の合計額は算入しない。）の 10 分の１以上にあたる本社債を有する本新株

予約権付社債権者は、社債権者集会の目的である事項及び招集の理由を記載した書面を当社に提出して、

社債権者集会の招集を請求することができる。 

19．行使請求受付場所 

株式会社プロルート丸光 管理本部 

20．準拠法 

日本法 

21．本新株予約権と引換えに金銭の払込みを要しないこととする理由 

本新株予約権は、転換社債型新株予約権付社債に付されたものであり、本社債からの分離譲渡はできず、

かつ本新株予約権の行使に際して当該本新株予約権に係る本社債が出資され、本社債と本新株予約権が相

互に密接に関係することを考慮し、また、本新株予約権の価値と、本社債の利率、繰上償還及び発行価額

等のその他の発行条件により当社が得られる経済的価値とを勘案して、本新株予約権と引換えに金銭の払

込みを要しないこととした。 

22．その他 

(１) 上記の他、本新株予約権付社債の発行に関して必要な一切の事項の決定は当社代表取締役社長又はそ

の指名する者に一任する。 

(２) 本新株予約権付社債の発行については、金融商品取引法に基づく届出の効力発生を条件とする。 

 

 

以  上 
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別紙２ 第３回新株予約権発行要項 

 

株式会社プロルート丸光 

第 3回新株予約権発行要項 

 

１．本新株予約権の名称 

 株式会社プロルート丸光第 3回新株予約権（以下「本新株予約権」という｡） 

２．本新株予約権の払込金額の総額 

   金 5,378,500 円 

３．申 込 期 日 

 2021 年 12 月 27 日 

４．割当日及び払込期日 

 2021 年 12 月 27 日 

５．募 集 の 方 法 

 第三者割当ての方法により、以下の者に次のとおり割り当てる。 

Long Corridor Alpha Opportunities Master Fund   27,760 個 

MAP246 Segregated Portfolio      6,940 個 

６．本新株予約権の目的である株式の種類及び数 

(１) 本新株予約権の目的である株式の種類及び総数は、当社普通株式 3,470,000 株とする（本新株予約権

１個当たりの目的たる株式の数（以下「割当株式数」という｡）は、当社普通株式 100 株とする｡）。但

し、本項第(２)号乃至第(４)号により割当株式数が調整される場合には、本新株予約権の目的である株

式の総数は調整後割当株式数に応じて調整されるものとする。 

(２) 当社が第 11 項の規定に従って行使価額（第９項第(２)号に定義する｡）の調整を行う場合には、割当

株式数は次の算式により調整される。但し、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てる。なお、か

かる算式における調整前行使価額及び調整後行使価額は、第 11 項に定める調整前行使価額及び調整後

行使価額とする。 

調整後割当株式数 ＝ 
調整前割当株式数 × 調整前行使価額 

調整後行使価額 

(３) 調整後割当株式数の適用開始日は、当該調整事由に係る第 11 項第(２)号及び第(５)号による行使価

額の調整に関し、各号に定める調整後行使価額を適用する日と同日とする。 

(４) 割当株式数の調整を行うときは、当社は、調整後の割当株式数の適用開始日の前日までに、本新株予

約権に係る新株予約権者（以下「本新株予約権者」という。）に対し、かかる調整を行う旨及びその事

由、調整前割当株式数、調整後割当株式数並びにその適用開始日その他必要な事項を書面で通知する。

但し、第 11 項第(２)号⑤に定める場合その他適用開始日の前日までに上記通知を行うことができない

場合には、適用開始日以降速やかにこれを行う。 
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７．本新株予約権の総数 

 34,700 個 

８．各本新株予約権の払込金額 

 本新株予約権１個当たり金 155 円（本新株予約権の払込金額の総額 金 5,378,500 円） 

９．本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又は算定方法 

(１) 各本新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は、行使価額に割当株式数を乗

じた額とする。 

(２) 本新株予約権の行使に際して出資される当社普通株式１株当たりの金銭の額（以下「行使価額」とい

う｡）は、当初 185.00 円とする。但し、行使価額は第 10 項及び第 11 項の定めるところに従い修正及び

調整されるものとする。 

10．行使価額の修正 

2021 年 12 月 28 日以降、第 16 項第（１）号に定める本新株予約権の各行使請求の通知が行われた日

（以下「修正日」という。）の属する週の前週の最終取引日（以下「修正基準日」という。）の株式会社

東京証券取引所（以下「東京証券取引所」という。）における当社普通株式の普通取引の終値（同日に終

値がない場合には、その直前の終値）の 90％に相当する金額の少数第２位未満の端数を切り上げた金額

（以下「修正基準日価額」という。）が、当該修正基準日の直前に有効な行使価額を 0.01 円以上上回る

場合又は下回る場合には、行使価額は、当該修正日以降、当該修正基準日価額に修正される（修正後の行

使価額を以下「修正後行使価額」という。）。なお、「取引日」とは、東京証券取引所において売買立会

が行われる日をいう。別段の記載がなされる場合を除き、以下同じ。 

ただし、かかる算出の結果、修正後行使価額が 129.50 円（以下「下限行使価額」といい、第 11 項の規

定を準用して調整される。）を下回る場合には、修正後行使価額は下限行使価額とする。 

11．行使価額の調整 

(１) 当社は、当社が本新株予約権の発行後、本項第(２)号に掲げる各事由により当社の発行済普通株式数

に変更を生じる場合又は変更を生じる可能性がある場合には、次に定める算式（以下「行使価額調整式」

という｡）をもって行使価額を調整する（以下、調整された後の行使価額を「調整後行使価額」、調整

される前の行使価額を「調整前行使価額」という。）。 

      新発行・処

分普通株式

数 

× １株当たりの 

払 込 金 額 

調 整 後

行使価額 
＝ 調 整 前

行使価額 
× 

既 発 行 

普通株式数 
＋ 

時 価 

既発行普通株式数 ＋ 
新発行・処分 

普通株式数 

(２) 行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及び調整後行使価額の適用時期については、次に定

めるところによる。 

① 本項第(４)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を新たに発行し、又は当社の

保有する当社普通株式を処分する場合（無償割当てによる場合を含む｡）（当社が導入する譲渡制限

付株式報酬制度に基づき当社の取締役に対し当社普通株式を新たに発行し若しくは当社の保有する当
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社普通株式を処分する場合、又は当社普通株式の交付と引換えに当社に取得され、若しくは当社に対

して取得を請求できる証券、又は当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に

付されたものを含む。）その他の証券若しくは権利の取得、転換若しくは行使による場合を除く。） 

調整後行使価額は、払込期日（払込期間を定めた場合はその最終日とする｡）の翌日以降、又はか

かる発行若しくは処分につき株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場合はその日の

翌日以降これを適用する。 

② 株式の分割又は無償割当により当社普通株式を発行する場合 

調整後行使価額は、株式の分割又は無償割当のための基準日（無償割当のための基準日がない場合

には当該割当の効力発生日とする）の翌日以降これを適用する。 

③ 本項第(４)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式の交付と引換えに当社に取得

され、若しくは当社に対して取得を請求できる証券を発行（無償割当の場合を含む。）する場合又は

当社普通株式の交付を請求できる新株予約権若しくは新株予約権付社債その他の証券又は権利を発行

（無償割当の場合を含む。）する場合（当社取締役会の決議に基づく当社の取締役に対するストック

オプションとしての新株予約権を発行する場合、又は2021年12月10日の取締役会決議に基づく2021

年第 1回無担保転換社債型新株予約権付社債の発行を除く。） 

調整後行使価額は、発行される証券、新株予約権又は権利の全てが当初の取得価額で取得され又

は当初の行使価額で行使され、当社普通株式が交付されたものとみなして行使価額調整式を適用して

算出するものとし、かかる証券若しくは権利の払込期日又は新株予約権（新株予約権付社債に付され

たものを含む。）の割当日の翌日以降、また、募集又は無償割当てのための基準日がある場合にはそ

の日の翌日以降これを適用する。 

④ 当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含

む｡）の取得と引換えに本項第(４)号②に定める時価を下回る価額をもって当社普通株式を交付する

場合 

調整後行使価額は、取得日の翌日以降これを適用する。 

⑤ 本号①乃至③の場合において、基準日が設定され、かつ効力の発生が当該基準日以降の株主総会、

取締役会その他当社の機関の承認を条件としているときには、本号①乃至③にかかわらず、調整後行

使価額は、当該承認があった日の翌日以降これを適用する。この場合において、当該基準日の翌日か

ら当該承認があった日までに本新株予約権の行使請求をした新株予約権者に対しては、次の算出方法

により、当社普通株式を交付する。 

 

株式数 

 

＝ 

調 整 前 

行使価額 
－ 

調 整 後 

行使価額 
× 

調 整 前 行 使 価 額 に よ り 

当該期間内に交付された株式数 

調整後行使価額 

この場合、１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨てるものとする。 

(３) 行使価額調整式により算出された調整後行使価額と調整前の行使価額との差額が 0.01 円未満にとど

まる場合は、行使価額の調整は行わない。但し、その後、行使価額の調整を必要とする事由が発生し、
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行使価額を調整する場合には、行使価額調整式中の調整前行使価額に代えて調整前行使価額からこの差

額を差し引いた額を使用する。 

(４)① 行使価額調整式の計算については、小数第２位未満の端数を切り上げるものとする。 

② 行使価額調整式で使用する時価は、調整後行使価額が初めて適用される日に先立つ 45 取引日目に

始まる 30 取引日（終値のない日数を除く。）の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の

終値の単純平均値とする。この場合、単純平均値の計算は、小数第２位未満の端数を切り上げるもの

とする。 

③ 行使価額調整式で使用する既発行普通株式数は、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日

がある場合はその日、また、かかる基準日がない場合は、調整後行使価額を初めて適用する日の１か

月前の日における当社の発行済普通株式の総数から、当該日において当社の保有する当社普通株式を

控除した数とする。また、上記第(２)号⑤の場合には、行使価額調整式で使用する新発行・処分普通

株式数は、基準日において当社が有する当社普通株式に割り当てられる当社の普通株式数を含まない

ものとする｡ 

(５) 上記第(２)号の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合に該当すると当社取締役

会が合理的に判断するときには、当社は、必要な行使価額の調整を行う。 

① 株式の併合、合併、会社分割、株式交換又は株式交付のために行使価額の調整を必要とするとき。 

② その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由等の発生により行使価額の調

整を必要とするとき。 

③ 行使価額を調整すべき複数の事由が相接して発生し、一方の事由に基づく調整後行使価額の算出に

あたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。 

(６) 行使価額の調整を行うときは、当社は、調整後行使価額の適用開始日の前日までに、本新株予約権者

に対し、かかる調整を行う旨並びにその事由、調整前行使価額、調整後行使価額及びその適用開始日そ

の他必要な事項を書面で通知する。但し、上記第(２)号⑤に定める場合その他適用開始日の前日までに

上記通知を行うことができない場合には、適用開始日以降速やかにこれを行う。 

12．本新株予約権を行使することができる期間 

2021 年 12 月 28 日から 2023 年 12 月 27 日までとする。なお、行使期間最終日が営業日でない場合はそ

の前営業日を最終日とする。但し、以下の期間については、行使請求をすることができないものとする。 

① 振替機関が本新株予約権の行使の停止が必要であると認めた日 

② 第 15 項に定める組織再編行為をするために本新株予約権の行使の停止が必要である場合であって、

当社が、行使請求を停止する期間（当該期間は１か月を超えないものとする。）その他必要事項を当該

期間の開始日の１か月前までに本新株予約権の新株予約権者に通知した場合における当該期間 

13．その他の本新株予約権の行使の条件 

各本新株予約権の一部行使はできない。 

14．本新株予約権の取得 

当社は、当社取締役会が決議した場合は、本新株予約権の払込期日の翌日以降、会社法第 273条第２項

（残存する本新株予約権の一部を取得する場合は、同法第 273 条第２項及び第 274 条第３項）の規定に従
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って、当社取締役会が定める取得日の２週間前までに通知又は公告を行った上で、当該取得日に本新株予

約権の払込金額相当額を支払うことにより、残存する本新株予約権の全部又は一部を取得することができ

る。 

15．組織再編行為による新株予約権の交付 

当社が吸収合併消滅会社となる吸収合併、新設合併消滅会社となる新設合併、吸収分割会社となる吸収

分割、新設分割会社となる新設分割、株式交換完全子会社となる株式交換、株式移転完全子会社となる株

式移転、又は株式交付親会社の完全子会社となる株式交付（以下「組織再編行為」と総称する。）を行う

場合は、当該組織再編行為の効力発生日の直前において残存する本新株予約権に代わり、それぞれ吸収合

併存続会社、新設合併設立会社、吸収分割承継会社、新設分割設立会社、株式交換完全親会社、株式移転

設立完全親会社又は株式交付完全親会社（以下「再編当事会社」と総称する。）は以下の条件に基づき本

新株予約権に係る新株予約権者に新たに新株予約権を交付するものとする。 

 (１) 新たに交付される新株予約権の数 

     新株予約権者が有する本新株予約権の数をもとに、組織再編行為の条件等を勘案して合理的に調整

する。調整後の１個未満の端数は切り捨てる。 

(２) 新たに交付される新株予約権の目的である株式の種類 

    再編当事会社の同種の株式 

(３) 新たに交付される新株予約権の目的たる株式の数の算定方法 

    組織再編行為の条件等を勘案して合理的に調整する。調整後の１株未満の端数は切り上げる。 

(４) 新たに交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

組織再編行為の条件等を勘案して合理的に調整する。調整後の 0.01 円未満の端数は切り上げる。 

(５) 新たに交付される新株予約権に係る行使期間、行使の条件、取得条項、組織再編行為の場合の新株予

約権の交付、新株予約権証券の不発行並びに当該新株予約権の行使により株式を発行する場合におけ

る増加する資本金及び資本準備金 

    第 12 項ないし第 15 項、第 17項及び第 18 項に準じて、組織再編行為に際して決定する。 

16．本新株予約権の行使請求の方法 

(１)  本新株予約権を行使する場合、第 12 項に定める行使期間中に第 21 項記載の行使請求受付場所に対

して、行使請求に必要な事項を通知しなければならない。 

(２)  本新株予約権を行使請求しようとする場合、前号の行使請求に必要な事項を通知し、かつ、本新株

予約権の行使に際して出資の目的とされる金銭の全額を現金にて第 22 項に定める払込取扱場所の当社

が指定する口座に振り込むものとする。 

（３） 本新株予約権の行使請求の効力は、第 21 項記載の行使請求受付場所に行使請求に必要な事項の全て

の通知が到達し、かつ当該本新株予約権の行使に際して出資の目的とされる金銭の全額が前号に定める

口座に入金された日に発生する。 

（４） 本項に従い行使請求を行った者は、その後これを撤回することはできない。 

17．新株予約権証券の不発行 

当社は、本新株予約権に関して、新株予約権証券を発行しない。 
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18．本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金及び資本準備金 

本新株予約権の行使により当社普通株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則

第 17 条第１項の規定に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし（計算の結果１円未満

の端数を生じる場合はその端数を切り上げた額とする。）、当該資本金等増加限度額から増加する資本金

の額を減じた額を増加する資本準備金の額とする。 

19．株式の交付方法 

当社は、本新株予約権の行使請求の効力発生後、当該本新株予約権者が指定する振替機関又は口座管理

機関における振替口座簿の保有欄に振替株式の増加の記録を行うことにより株式を交付する。 

20．本新株予約権の払込金額及びその行使に際して出資される財産の価額の算定理由 

本発行要項及び割当先との間で締結した引受契約に定められた諸条件を考慮し、一般的な価格算定モ

デルであるモンテカルロ・シミュレーションを基礎として、当社の株価、ボラティリティ、当社株式の流

動性、当社及び割当予定先の権利行使行動等を考慮した一定の前提を置いて評価した結果を参考に、本新

株予約権１個の払込金額を金 155 円とした。 

21.行使請求受付場所 

三菱 UFJ 信託銀行株式会社 大阪証券代行部 

22．払込取扱場所 

株式会社三菱 UFJ 銀行 瓦町支店 

23．社債、株式等の振替に関する法律の適用等 

本新株予約権は、社債、株式等の振替に関する法律に定める振替新株予約権とし、その全部について

同法の規定の適用を受ける。また、本新株予約権の取扱いについては、株式会社証券保管振替機構の定め

る株式等の振替に関する業務規程、同施行規則その他の規則に従う。 

24．振替機関の名称及び住所 

株式会社証券保管振替機構 

東京都中央区日本橋兜町 7番 1号 

25．その他 

(１) 会社法その他の法律の改正等、本要項の規定中読替えその他の措置が必要となる場合には、当社は必

要な措置を講じることができる。 

(２) 上記のほか、本新株予約権の発行に関して必要な事項の決定については、当社代表取締役社長又はそ

の指名するものに一任する。 

(３) 本新株予約権の発行については、金融商品取引法に基づく届出の効力の発生を条件とする。 

 

以  上 

 
 

 
 


